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5.1 施設規模算定の前提条件 

5.1.1 施設規模算定の前提条件 

 都市計画法（用途地域）による指定 

対象地は第一種住居地域に指定されており、建物の建築において、容積率 200%、建

蔽率 60%の制限を受ける。 
また、対象地において整備が想定される商業系施設、業務系施設については上記の制

限の他、建物用途に係る制約として、延床面積 3,000 ㎡以下の制限を受ける。 
【建築物全般にかかる制限】 

容積率：200% 建蔽率：60% 
【建物用途によってかかる制限】 
 延床面積（商業系施設・業務系施設）：3,000 ㎡以下 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1 対象地の用途地域 

出典：橿原市都市計画図  

対象地 
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（参考）建築物の制限 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：橿原市  

 
（参考）日影による中高層の建築物の制限 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：橿原市  
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（参考）用途地域による建築物の用途制限の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：橿原市  
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 都市計画法（高度地区）による指定 

対象地は 15m 高度地区に指定されており、15m 以上の建物の建築は不可。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-2 対象地の高度地区指定 

出典：橿原市都市計画図  

  

対象地 
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 その他指定 

上記の他、対象地は以下の区域に設定されている。 
 

表 5-1 対象地の指定状況 

都市計画区域（行政界） 大和都市計画区域 
区域区分 市街化区域 
用途地域 第一種住居地域（建蔽率 60%／容積率 200%） 
高度地区 15m 高度地区 

防火・準防火地域 建築基準法第 22 条区域 
許可地域（屋外広告物） 大和三山眺望景観保全地区（第２種） 

景観計画区域 遠望景観保全エリア 
出典：かしはらのちず（橿原市地理情報システム）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-3 対象地の用途地域 
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 新駅利用者数・分担率 

奈良県別途委託業務である「令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託（医大・

周辺まちづくり検討事業（都づくり））」にて算出された駅利用者数を利用する。なお、

新駅利用者の端末交通手段別分担率は、平成 22 年のパーソントリップ調査結果より、

近隣駅の平均的な距離帯別アクセス交通手段分担率を集計し、医大前新駅の距離帯別利

用者数に当てはめて推測を実施している。 
 

表 5-2 新駅のアクセス手段別乗降人員 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託  

（医大・周辺まちづくり検討事業（都づくり））  

（奈良県別途委託業務）  

 
 

 表記の整理 

過年度までの検討において、新駅が設置された段階を「新駅供用時」、対象地全体の整

備が完了した段階を「将来像」としていたが、本章以降より、新駅設置及び駅西側整備

を「第Ⅰ期整備」、駅東側整備（仮設駐車場撤去以降）を「第Ⅱ期整備」と表現する。 
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5.2 計画人口の算出 

5.2.1 算出する計画人口種別 

新駅需要予測にあたって求める計画人口種別は以下のとおりである。 
  

表 5-3 計画人口種別 

人口種別 人口の定義 

常住人口 地域の「夜間人口」 
就業人口 当該地域における居住者のうち働いている人口 
従業人口 当該地域において実際に働いている人口 
就学人口（15 歳未満・以上） 当該地域における居住者のうち学校に通っている人口 
従学人口（15 歳未満・以上） 当該地域における学校に通学している人口 

 

（参考）各人口の定義 
 

  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 

 

出典：大阪市  
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5.2.2 民間開発施設の想定規模 

計画人口の算出にあたり、過年度土地利用計画図、他都市類似事例及び用途地域によ

る延床面積の制約をもとに施設規模を決定した。 
 

【敷地面積】 
商業系施設：約 8,700 ㎡ 
業務系施設：約 6,900 ㎡ 
住宅系施設：約 10,300 ㎡ 
芝生広場 ：約 11,200 ㎡ 

 
 （参考）過年度整備計画と敷地面積 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

過年度成果より抜粋  
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 商業系施設（民間） 

敷地面積が 8,700 ㎡かつ、第一種住居地域のため、住居系の施設用途の場合は延床面

積 17,400 ㎡、建築面積 5,220 ㎡の建物の建築が可能であるが、用途による制限を受け

るため、延床面積：3,000 ㎡として設定した。 
 

【商業系施設面積】 
 延床面積：3,000 ㎡ 

⇒第一種住居地域のため、床面積 3,000 ㎡以下とする必要あり 
 
（参考）用途制限を受けない場合の延床面積及び建築面積 

延床面積：8,700 ㎡×200％＝17,400 ㎡ 
建築面積：8,700 ㎡× 60％＝ 5,220 ㎡ 

 
 

 業務系施設（民間） 

敷地面積が 6,800 ㎡かつ、第一種住居地域のため、住居系の施設用途の場合は延床面

積 13,200 ㎡、建築面積 4,080 ㎡の建物の建築が可能であるが、用途による制限を受け

るため、延床面積：3,000 ㎡として設定した。 
 

【業務系施設面積】 
延床面積：3,000 ㎡ 
⇒第一種住居地域のため、床面積 3,000 ㎡以下とする必要あり 

 
（参考）用途制限を受けない場合の延床面積及び建築面積 

延床面積：6,800 ㎡×200％＝13,200 ㎡ 
建築面積：6,800 ㎡× 60％＝ 4,080 ㎡ 
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 住居系施設（民間） 

第一種住居地域の指定に基づいた場合、建蔽率 60％での建築が可能であるが、他都市

事例（ローレルスクエア健都ザ・テラス）を参考のうえ、住棟に限った場合の建蔽率が

37%程度であること及び 15m 高度地区の制限より最大４階相当の建物となることを考

慮し、以下の計算で各種規模を算出した。 
また、整備が想定される「①患者家族向け滞在施設」と「②医大研究機能併設型住宅」

の建築面積割合は県の意向をもとに設定した。（①1/3 ②2/3 で設定） 
 

【住棟建築面積】 
10,300 ㎡（敷地面積）×37%（住棟のみ建蔽率）＝3,800 ㎡ 

 
【延床面積（①患者家族向け滞在施設）】 

建築面積：3,800 ㎡×1/3＝1,270 ㎡ 
延床面積：1,270 ㎡×１階＝1,270 ㎡ 
※類似施設の「ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさか健都」が延床面積

1,292.88 ㎡・平屋の建物のため、１階として設定 
 

【延床面積（②医大研究機能併設型住宅）】 
建築面積：3,800 ㎡×2/3＝2,530 ㎡ 
延床面積：2,530 ㎡×４階＝10,120 ㎡ 

 
（参考）敷地面積を最大活用した場合の延床面積及び建築面積 

延床面積：10,300 ㎡×200%=20,600 ㎡ 
 建築面積：10,300 ㎡× 60%= 6,180 ㎡ 

 
（参考）ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさか健都／施設概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：ドナルド・マクドナルド・ハウス年間報告書 2021 

（公益財団法人ドナルド・マクドナルド・ハウス・チャリティーズ・ジャパン）  
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5.2.3 計画人口の算出 

 常住人口―現状― 

常住人口に計上する箇所として、四条団地が想定されるが、橿原市の施設カルテ（令

和３年度末データ）より０人とする。そのため、現状の就業人口、就学人口も同様に０

人とする。 
 
（参考）施設カルテ：四条団地（ペア） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：橿原市公共施設カルテ（令和３年度末データ）  
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 常住人口―住宅系（第Ⅱ期整備）― 

第Ⅱ期整備完了後に常住人口として想定されるのは、患者向け滞在施設及び医大研究

機能併設型住宅の居住者であるため、住宅系施設の人口を対象地全体の常住人口とする。 
なお、第Ⅰ期整備において住宅系エリアは仮設駐車場として利用予定であり、上記２

施設は未整備であるため、常住人口は 0 人である。 
 

①患者家族向け滞在施設（延床面積：1,270 ㎡） 
類似事例の「ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさか健都」の数値をもとに算出 

②医大研究機能併設型住宅（延床面積：10,120 ㎡） 
建物の延床面積、橿原市の持ち家の専有面積・世帯人員等より算出 

 
 ①患者家族向け滞在施設について 
  延床面積：1,270 ㎡に対して、戸数：20 戸を想定。 

計画人口：20 戸×１人※1＝20 人 
※１戸当たりの滞在人員は、類似事例「ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさか健都」

では各ベッドルームに２床程度のベッドが設置されていること、2021 年実績でベッ

ドルーム 20 室に対して総宿泊数 3,348 泊であることを踏まえて設定した。 
 

 ②医大研究機能併設型住宅について 
専有面積：10,120 ㎡×70%（レンタブル比）=7,084 ㎡ 
総戸数：7,084 ㎡／76 ㎡（１戸当たりの専有面積）＝93.21 戸≒93 戸 
計画人口：93 戸×2.22 人（１世帯当たりの世帯人員）=206.46 人≒206 人 

※レンタブル比は「建築物に対する景観規制の効果の分析手法について」で用いられた

マンションのレンタブル比（70～80%程度）を参考に医大研究機能併設型住宅の特性

上、共有部が充実する施設となることが想定されるため、70%で設定した。 
※１戸当たりの専有面積は、平成 30 年住宅・土地統計調査における「橿原市―持ち家―

共同住宅：１住宅当たり延べ面積」の数値、76 ㎡を利用した。 
※１世帯当たりの世帯人員は、平成 30 年住宅・土地統計調査における「橿原市―持ち家

―共同住宅：世帯数、世帯人員」の数値をもとに以下にて算出した 2.22 人を利用した。 
１世帯当たりの世帯人員： 11,110 人（世帯人員）／5,010 世帯（世帯数）＝2.22 人 

 
①、②より常住人口―住宅系（第Ⅱ期整備）―は以下のとおりである。 

20 人（①にて算出）＋206 人（②にて算出）＝226 人 
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（参考）マンションのレンタブル比 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：建築物に対する景観規制の効果の分析手法について／国土交通省  
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 就業人口―住宅系（第Ⅱ期整備）― 

第Ⅱ期整備完了時の就業人口について、常住人口 226 人を基礎数値として算出。 
0~14 歳人口：226 人×11.5%（0~14 歳の人口割合）＝25.99 人≒26 人  
15 歳以上人口：226 人―26 人＝200 人 
就業人口：200 人（15 歳以上）×50.3%（就業者割合）＝100.6 人≒100 人 

（参考）橿原市における人口割合（総人口：119,554 人） 
0~14 歳：13,788 人(11.5%)  
15～64 歳：70,666 人(59.1%)  
65 歳以上：35,100 人(29.3%) 
15 歳以上の就業者割合：50.3% 

 
 就学人口―住宅系（第Ⅱ期整備）― 

第Ⅱ期整備完了時の就学人口について、常住人口 226 人を基礎数値として算出。 
15 歳未満就学人口：226 人×7.5%（6~14 歳の人口割合）=16.95 人≒17 人  

※６歳～14 歳は義務教育として、全員就学と仮定 
15 歳以上就学人口：200 人×5.1%（15 歳以上就学者割合）＝10.2 人≒10 人 

（参考）橿原市における人口割合（総人口：119,554 人） 
内、6～14 歳の人口割合：8,944 人／119,554 人=0.075⇒7.5% 
15 歳以上の就学者数：5,432 人と推定（推定方法は次頁参照） 

15 歳以上の就学者割合：5,432 人／105,766 人(15 歳以上人口)＝0.0513⇒5.1% 
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（参考）橿原市における 15 歳以上就学者数の算出方法 
 
（Ⅰ）橿原市統計書（令和４年度）より、以下の数値を抽出 
  ■学校に所属する生徒・学生数 

小学校 中学校 
中等教育 

学校 
高等学校 

短期大学 
大学 

専修学校 
各種学校 

5,812 人 2,836 人 
中等：154 人 
高等：105 人 

2,371 人 1,580 人 308 人 

  ⇒橿原市内の学校所属の 15 歳以上（高校生以上）の学生： 
105 人+2,371 人+1,580 人+308 人=4,364 人 

 
■小学生・中学生に相当する年齢の人口 

7 歳～12 歳（小学生相当） 13 歳～15 歳（中学生相当） 
5,986 人 3,291 人 

 
■市外への通学者数、市内への通学者数 

市内⇒市外への通学者数 市外⇒市内への通学者数 
4,186 人 2,643 人 

 
（Ⅱ）市外へ通学が想定される小・中学生を算出 

 市内⇒市外への通学が想定される小学生：5,986 人―5,812 人＝174 人 
市内⇒市外への通学が想定される中学生：3,291 人―(2,836 人＋154 人)＝301 人 
市内⇒市外への通学が想定される小中学生：174 人＋301 人＝475 人 
 

（Ⅲ）市外へ通学が想定される 15 歳以上（高校生以上）の就学者数を算出 
  市内⇒市外への通学が想定される 15 歳以上の就学者数：4,186 人―475 人＝3,711 人 
  
（Ⅳ）橿原市内の学校所属かつ市内に在住する学生数と橿原市外の学校所属かつ市内に 

在住する学生数を足し、橿原市内に在住する 15 歳以上の就学者数を算出 
  橿原市内の学校所属かつ市内に在住する就学者数：4,364 人―2,643 人＝1,721 人 
  橿原市内に在住する 15 歳以上の就学者数：1,721 人＋3,711 人＝5,432 人 
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（参考）橿原市内の学校の在学者数（小学校・中学校・中等教育学校） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：橿原市統計書（令和４年版）  
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（参考）橿原市内の学校の在学者数（高等学校・短大大学・大学・専修学校・各種大学）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：橿原市統計書（令和４年版）  
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 従業人口―現状― 

奈良県看護研修センターの常駐職員の想定値として 10 人を計上する。 
 

 従業人口―住宅系（第Ⅱ期整備）― 

住宅系施設の常駐職員の想定値として 10 人を計上する。 
 

 従業人口―業務系（第Ⅱ期整備）― 

業務系施設の延床面積：3,000 ㎡をもとに算出した。 
なお、第Ⅰ期整備において業務系エリアは未整備のため 0 人とする。 

3,000 ㎡×75%（レンタブル比）=2,250 ㎡ 
10 ㎥/人（従業員一人当たりの空間）／ 2.5m（天井高）＝4.0 ㎡/人 
2,250 ㎡／４.0 (㎡/人)=562.5 人≒563 人 

※従業員一人当たりの気積は事務所衛生基準規則の数値（下記参照） 
※レンタブル比は国交省の「建築基準法の見直し検討会資料」で用いられた数値 

 
（参考）従業員一人当たりの気積 

第二章 事務室の環境管理  
（気積）  
第二条 事業者は、労働者を常時就業させる室（以下「室」という。）の気積を、

設備の占める容積及び床面から四メートルをこえる高さにある空間を除き、労働

者一人について、十立方メートル以上としなければならない。 

出典：事務所衛生基準規則  
 

（参考）年間事業規模算定にあたっての事業所ビルのレンタブル比想定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：第８回建築基準法の見直しに関する検討会資料_国土交通省  
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 従業人口―商業系（第Ⅰ期整備・第Ⅱ期整備）― 

商業系施設の延床面積：3,000 ㎡、全国のスーパーマーケットの店舗状況平均値(2023
年版白書に掲載の 2022 年データ（最新）)をもとに算出。 

売場面積：3,000 ㎡×70%（売場の比率）＝2,100 ㎡ 
従業員数：(14.7＋44.2)人(千㎡あたりの従業員数)×2,100 ㎡/1,000=123.69≒124 人  

※売場の比率はバックヤード比率 30.5%より、70％として設定した。 
 

（参考）全国のスーパーマーケットの店舗状況平均値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：2023 年版スーパーマーケット白書_一般社団法人全国スーパーマーケット協会  
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5.2.4 その他利用者数 

 芝生広場利用者数 

類似の芝生広場（健都レールサイド公園：大阪府吹田市）の利用者数実績から 1ha あ

たりの日利用者数を推計し、当該芝生広場面積に対する日利用者数を算出した。なお、

健都レールサイド公園を類似事例として用いたのは、当該芝生広場と同様に健康増進を

目的とした芝生広場であるためである。 
 

表 5-4 健都レールサイド公園（大阪府吹田市）の利用状況 

公園敷地面積（ライブラリーを除く） 約 2.27ha 
公園利用者数（令和２年度） 41,933 人／年 
公園利用者数（令和３年度） 42,642 人／年 

出典：指定管理者制度導入施設の管理運営状況総合評価シート（令和３年度）  
 
①類似の芝生広場の年間利用者数を日利用者数に換算 
 42,642（人／年）／1.0%（最大日率）=426.42≒427（人／日） 
 ※最大日率（出典：造園マニュアル p.708） 

季節型 １季 ２季 ３季 ４季  
最大日率 1/30 1/40 1/60 1/100 ＝1.0% 

  ⇒最大日率は年間利用者数に対する最大利用日の割合であり、当該芝生広場は

通年での利用が見込まれることから「４季」を採用 
 
②単位 ha あたりの日利用者数 
 427（人／日）／2.27（ha）＝188.1≒189（人／（日・ha）） 
 
③当該芝生広場の日利用者数 
 189（人／（日・ha））×1.12（ha）＝211.68≒212（人／日） 
※最大日率は年間利用者数に対する最大利用日の割合であり、当該芝生広場は通年で

の利用が見込まれることから「４季」を採用した。 
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 商業施設利用者数 

「大規模開発地区関連交通計画マニュアル (改訂版 )/H26.6/国土交通省都市局都市計

画課」をもとに算出した。発生集中原単位を商業施設利用者数とした。 
 

【平日の発生集中原単位】 
10,600×1.0(α1)×1.0(α2)＝10,600（人 T.E/ha・日） 
発生集中交通量：10,600(人 T.E/ha・日)×0.3(ha)＝3,180(人 T.E/日) 
発生（集中）交通量：3,180(人 T.E/日)/2=1,590(人 T.E/日) ⇒商業系施設利用者数 
※α1：延床面積による割引率（下参考：図Ⅲ－７） 
 α2：鉄道駅からの距離による割引率（下参考：図Ⅲ－８） 
※発生（集中）交通量は発生集中交通量を等分した数値 
 

【休日の発生集中原単位】 
16,100×1.0(α1)＝16,100（人 T.E／ha・日） 
発生集中交通量：16,100(人 T.E/ha・日)×0.3(ha)＝4,830(人 T.E/日) 
発生（集中）交通量：4,830(人 T.E/日)/2=2,415 (人 T.E/日) ⇒商業系施設利用者数 
※α1：延床面積による割引率（下参考：図Ⅲ－10） 
※発生（集中）交通量は発生集中交通量を等分した数値 

 
（参考）商業施設（平日および休日）の発生集中原単位（割引率） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：大規模開発地区関連交通計画マニュアル(改訂版)/H26.6/国土交通省都市局都市計画課  

0.3 0.3 

120 
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（参考）商業施設（平日および休日）の発生集中原単位（算出式） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：大規模開発地区関連交通計画マニュアル(改訂版)/H26.6/国土交通省都市局都市計画課  
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5.2.5 計画人口のまとめ 

算出した計画人口を以下に整理した。 
 

表 5-5 計画人口のまとめ 

(人) 
用途 ｽﾃｰｼﾞ 

 

常住 
人口 

就業 
人口 

従業 
人口 

15歳以上

就学 
人口 

15歳以上

従学 
人口 

15歳未満

就学 
人口 

15歳未満

従学 
人口 

商業系 現状 ― ― ― ― ― ― ― 

第Ⅰ期

整備 

― ― 124 ― ― ― ― 

第Ⅱ期

整備 

― ― 124 ― ― ― ― 

住宅系 現状 ― ― 10*1 ― ― ― ― 

第Ⅰ期

整備 

― ― ― ― ― ― ― 

第Ⅱ期

整備 

226 100 10*2 10 ― 17 ― 

業務系 現状 ― ―  ― ― ― ― ― 

第Ⅰ期

整備 

― ― ― ― ― ― ― 

第Ⅱ期

整備 

― ― 563 ― ― ― ― 

※第Ⅰ期整備において住宅系施設、業務系施設は未整備のため、０人と設定  

※整備範囲において既存存置となるエリアは除く  

※*1 は奈良県看護研修センターの常駐職員の想定値、*2 は住宅等施設の管理人の想定値  
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5.3 施設規模算定 

医大・周辺まちづくりにおいて、以下の施設の規模を算定した。 
 

表 5-6 施設規模算定対象一覧 

施設名称 
規模算定

対象 

計画書への 

反映 

新駅  ―※1 〇 
自由通路  ―※1 〇 
駅前広場（東西両側） 〇 〇 
仮設駐車場（第Ⅰ期整備） 〇 〇 
駐車場（交通島内） 〇 〇 
自転車駐車場 〇 〇 
広場 〇 〇 
アクセス道路 〇 〇 

※１：奈良県の別発注業務にて施設規模算定を実施  
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5.3.1 駅前広場 

 駅前広場基準面積算定方式の選定 

駅前広場計画策定にあたって採用されている基準面積の算定方式としては「28 年式」、

「小浪式」、「48 年式」及び「98 年式」の４種類がある。このうち 28 年式は、駅の立地

条件により、乗降客数をもとに回帰式により一義的に定まる方式である。一方、残りの

３式は駅前広場に求められる各種機能ごとに必要な面積を算定し、積み上げて求める方

式となっている。中でも、98 年式は従来の 28 年式、小浪式、48 年式の作成された時代

から駅前広場に求められる機能、役割が多様化してきた時代背景に対応するために作成

されたものであり、駅前広場を交通空間と環境空間に分けて考えて面積を算定し、これ

らの総和を駅前広場基準面積としている。 
特に環境空間の考え方については 1945 年の「駅前広場設計標準」から変遷を続け、

48 年式では広場の 20％を歩道以外の環境空間として整備すること、98 年式では広場面

積の 50％以上を車道以外の空間として確保することが示され、算定方式において環境空

間重視の傾向が強まっている。 
本計画の基本方針として、歩行者空間の充実が挙げられることから、より環境空間の

確保に重きを置く 98 年式を採用した。 
 

表 5-7 駅前広場算定手法の移り変わり 

年度 指針・算定式 時代背景 環境空間の考え方 

1945 年（S20） 駅前広場設計標準 
交通広場としての 

駅前広場整備 
歩道空間確保と緑化 

1953 年（S28） 28 年式 
モータリゼーション

の進展 
1968 年（S43） 小浪式 

モータリゼーション

の一層の進展 
駅周辺地区の再開発

事業増加 
1973 年（S48） 

都市計画道路の 
設計標準 

環境空間の概念創出 

48 年式 
広場の 20%を歩道以外

の環境空間として整備 

1998 年（H10） 98 年式 

非鉄道利用者の駅前

広場利用増 
都市空間の有効活用

や重層化した都市機

能への対応 

広場面積の 50%を車道

以外の空間として確保 

※駅前広場計画指針（建設省都市局都市交通調査室監修）、  

都市と交通 No.36（第 50 回 運輸政策コロキウム）、  

駅前広場における歩行者空間の面積と施設配置に関する研究（蓮見和紀）をもとに作成  
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（参考）環境空間の考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：首都圏における駅前広場の評価と整備方策  第 50 回運輸政策コロキウム  
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 広場面積の算定 

 駅前広場総利用者数の設定 

① 方向別鉄道利用者数 

駅前広場面積算定の対象とする医大前新駅の位置は、下図のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

駅前広場面積の算定に際して使用する鉄道利用者数は、別途推計した下表の４つのケ

ースのうち、予測年次「2041 年、まちづくり完成形」を採用することとする。 
  

表 5-8 医大前新駅乗降客の駅勢圏 

（人／日）  

 
  

図 5-4 医大前新駅の位置 
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② 方向別鉄道利用者数 

「2041 年、まちづくり完成形」の方向別駅利用者数は、駅東側は約 4,500 人/日、駅西

側は、約 3,900 人/日である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-5 医大前新駅の駅勢圏と利用者数（2041 年、まちづくり完成形） 

出典：令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託  
（医大・周辺まちづくり検討事業（都づくり））  

（奈良県別途委託業務）  
 

表 5-9 医大前新駅アクセス手段別乗降人員 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託  
（医大・周辺まちづくり検討事業（都づくり））  

（奈良県別途委託業務）  

医大前新駅アクセス手段別乗降人員 (人/日/乗降)

駅東西 ｱｸｾｽ手段
まちづくり あり なし あり なし

東側 徒歩 3,610 3,586 3,571 3,123
二輪 661 655 583 598

自動車 393 391 345 355
計 4,664 4,632 4,499 4,076

西側 徒歩 2,769 2,750 2,498 2,443
二輪 923 943 857 862

自動車 628 641 580 577
計 4,320 4,334 3,935 3,882

東西計 徒歩 6,379 6,336 6,069 5,566
二輪 1,584 1,598 1,440 1,460

自動車 1,021 1,032 925 932
計 8,984 8,966 8,434 7,958

2031年まちづくり暫定形 2041年まちづくり完成形
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③ 方向別非鉄道利用者数と駅前広場総利用者数の算出 

非鉄道利用者数は、開発関連の発生集中量から鉄道利用者数を除いた人数とする。 
 

〇駅周辺まちづくりの開発計画 
駅周辺まちづくりの開発計画内容は、下図のとおりである。 
開発計画による発生集中交通量は、想定床面積等をベースに事例や大規模開発地区関

連交通計画マニュアル（改訂版）等より算出し、平日約 4,600TE/日、休日約 5,800TE/
日とした。 

発生集中交通量の東西の内訳は、駅西側は、平日約 3,400TE/日、休日約 5,000TE/日、

駅東側は、平日約 1,200TE/日、休日約 800TE/日である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-6 過年度開発計画と発生集中交通量  

２０４１年 

方向 施設 平日 休日 平休加重平均

商業系 3,180 4,830 3,722

芝生広場 212 212 212

3,392 5,042 3,934

73.2% 86.4% 78.3%

住宅系 791 791 791

業務系 450 0 302

1,241 791 1,093

26.8% 13.6% 21.7%

4,633 5,833 5,027

100.0% 100.0% 100.0%

平休加重平均は、平日245日、休日120日として算出

発生集中交通量（人・TE/日）

合計

東側

西側

計

計
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 〇駅前広場総利用者数の設定 
開発関連の鉄道利用者数は、まちづくりありの場合の鉄道利用者数とまちづくりなし

の場合の鉄道利用者数の差と考えることとする。 
ここで、まちづくりの発生集中量から開発関連の鉄道利用者数を差し引いた値が開発

関連の非鉄道利用者数となる。 
この考え方による非鉄道利用者数は、西側広場で約 3,900 人/日、東側広場で約 700 人

/日となる。 
上記の人数を、まちづくりありの鉄道利用者数に加えると駅前広場総利用者数は、西

側広場で約 7,900 人/日、東側広場で約 5,200 人/日となる。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

西側 東側 計 西側 東側 計 西側 東側 計

3,935 4,499 8,434 3,882 4,076 7,958 53 423 476

西側 東側 計 西側 東側 計 西側 東側 計

3,934 1,093 5,027 53 423 476 3,881 670 4,551

西側 東側 計 西側 東側 計 西側 東側 計

3,935 4,499 8,434 3,881 670 4,551 7,816 5,169 12,985

方向別駅前広場総利用者数

a.まちづくりあり鉄道利用者
数（人/日）

e.開発関連非鉄道利用者数
（人/日）

f.駅前広場総利用者数
a＋e （人/日）

a.まちづくりあり鉄道利用者
数（人/日）

方向別開発関連非鉄道利用者数

d.まちづくり発生集中交通量
（TE/日）

c.開発関連鉄道利用者数
（人/日）

e.開発関連非鉄道利用者数
d-c （人/日）

方向別開発関連鉄道利用者数

b.まちづくりなし鉄道利用者
数（人/日）

c.開発関連鉄道利用者数
a-b （人/日）
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22.1%

19.5%

17.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

3時台 4時台 5時台 6時台 7時台 8時台 9時台 10時台11時台12時台13時台14時台15時台16時台17時台18時台19時台20時台21時台22時台23時台24時台25時台26時台 不明

平日 大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅計乗降別時刻帯分布

乗車側 降車側 乗降計

 媒介変数 

① 端末交通手段別分担率 

駅前広場の規模算定の際に用いる端末交通手段別分担率は、第 5 回京阪神都市圏パー

ソントリップ調査（平成 22 年）（以下「PT 調査」と略す）による新駅直近の駅である大

和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅の乗降別端末交通手段別分担率の加重平均値を用

いることとする。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-7 周辺駅の端末交通手段別分担率 

出典：第 5 回京阪神都市圏パーソントリップ調査 京阪神都市圏交通計画協議会  

 
② ピーク率 

駅前広場の規模算定の際に用いるピーク率は、PT 調査による新駅直近の駅である大和

八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅の乗降別ピーク率の加重平均値を用いることとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-8 周辺駅の乗降別時刻帯分布 

出典：第 5 回京阪神都市圏パーソントリップ調査 京阪神都市圏交通計画協議会  

 
 

  

65.7%

65.7%

65.8%

6.0%

6.6%

5.3%

16.9%

16.9%

16.8%

2.5%

2.5%

2.4%

5.6%

5.1%

6.0%

3.1%

3.0%

3.3%

0.3%

0.2%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

乗降計

降車側

乗車側

平日 大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅計乗降別端末交通手段別分担率

バス 自家用自動車 タクシー 自動車類 二輪 自転車 徒歩 その他 不明
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 駅前広場計画指針による必要規模の算定 

① 規模の算定の手法と手順 

駅前広場の面積算定については、原則として駅前広場計画指針に準拠し、算定するも

のとする。 
算定に際し、以下の２段階で面積を求めるものとする。 

 

〇第１段階 
数値的条件に限定した必要規模の算定 

  PT 調査による周辺駅の駅端末交通手段率をベースに算定する。 

  ここでの計算は、数値上最低限の導入機能と必要面積を予め把握するために行う。 

 

 

〇第２段階 
 都市政策上の観点に加え計画する敷地の形状やレイアウトを考慮した必要規模の算定 

ここでは、以下の点について配慮し、想定する敷地の形状やレイアウトに則した

必要な規模を算定する。 

 バス等の導入機能について交通政策上必要な台数に置き換える。 

 円滑な交通空間を整備する上で必要な歩行者空間（階段、スロープ、エスカ

レーター、EV、施設間の連絡通路、歩行者広場等）を加算する。 

 計算上現れない動線（歩道や車道）の面積や、やむを得ない残地などの面積

を加算する。 

 なお、本駅前広場においては通常の駅前広場より広い歩行者広場を確保する

ものとするが、平常時は市民の憩いの空間として役割を果たし、災害時にお

いては、奈良県立医科大学附属病院との連携のもと負傷者などへのトリアー

ジ機能としての役割を行う空間を一時的に確保するものである。 
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② 第 1.0 段階：数値的条件に限定した必要規模の算定 

  駅東側　 駅前広場計画指針に よ る 導入機能及び 必要面積の算定

　

鉄道利用者 4,499 人／日 　

非鉄道利用者 670 人／日 　

駅前広場利用者数 5,169 人／日 （鉄道利用者＋非鉄道利用者）

鉄道利用者の利用交通手段別ピーク時駅前広場利用者数の算定

駅端末交通手段分担率（平日）

乗車 3.3% 0.3% 6.0% 90.4% 100.0%

降車 3.0% 0.2% 5.1% 91.7% 100.0%

乗降計 0.9% 0.4% 1.5% 97.2% 100.0%

鉄道利用者　端末交通手段別駅前広場利用者数 人/日

乗車 74 7 135 2,034 2,250 50.0%

降車 67 4 115 2,062 2,248 50.0%

乗降計 141 11 250 4,096 4,498 100.0%

ピーク率（平日）

　　　　大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅トリップ計の分担率

ピーク時交通手段別駅前広場利用者数 人/時
非鉄道利用者

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 計 徒歩

乗車 16 2 30 450 498

降車 11 1 20 353 385

計 27 3 50 803 883

駅前広場端末交通の乗降ベースによるピーク時交通手段別駅前広場利用者数

人/時
非鉄道利用者

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 計 徒歩

乗車 11 1 20 353 385

降車 16 2 30 450 498

計 27 3 50 803 883

広場交通の乗降は、駅の乗車が広場の降車となり、駅の降車が広場の乗車となる。

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 合計

出典：第5回京阪神都市圏パーソントリップ調査　京阪神都市圏交通計画協議会
　　　　大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅トリップ計の分担率

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 合計 乗降比率

ピーク率

集中（乗車） 22.10%

出典：第5回京阪神都市圏パーソントリップ調査　京阪神都市圏交通計画協議会

発生（降車） 17.10%

合計

発生集中計（乗降計） 19.50%

鉄道利用者

131

鉄道利用者
合計

131 1,014

1,014
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Ａ．交通空間基準面積の算定

ａ．必要とする導入機能の必要量

　ａ-1　バス施設の計算

ａ-1-1　バス・バース

 　 　　乗車＝((ピーク時バス乗車客数）/（バス１台あたりの平均乗車客数）

 　 　　　　　　×（バスサービス時間))×１/60

　　＝(( 11 人/時）／(40人/台)×５分）×1/60＝ 0.02

＝   1 バース

 　　　降車＝（ピーク時バス降車客数）×（１人あたりの所要時間）/60

＝( 16 人/時）×(2/60）/60＝ 0.01  

＝ 1 バース

ａ-1-2　バス待ち滞留客の計画交通量

計画交通量＝（ピーク時バス乗車客数）×（バスサービス時間）/60

＝ 11 ×5/60＝ 0.92

＝ 1 人/サービス時間（ｓｔ）

　ａ-2　タクシー施設の計算

ａ-2-1　乗車バース＝（ピーク時タクシー乗車客数）×（１人あたりタクシー乗車所要時間）/60

＝( 1 人/時）×(10/60）/60＝ 0.003

＝ 1 バース

ａ-2-2　降車バース＝（ピーク時タクシー降車客数）×（１人あたりタクシー降車所要時間）/60

＝( 2 人/時）×(30/60）/60＝ 0.020

＝ 1 バース

ａ-2-3　タクシー待ち滞留客の計画交通量

計画交通量＝（ピーク時タクシー乗車客数）×（タクシーサービス時間）/60

＝ 1 ×5/60＝ 0.08

＝ 1 人/サービス時間（ｓｔ）

ａ-2-4　タクシープール

＝( タクシー待ち滞留客の計画交通量）/（タクシー１台あたり平均乗車人員）

＝ 1 /1.４＝ 0.71

＝ 1 台

　ａ-3　マイカー（自家用車）の計算

    ａ-3-1マイカーバース

　　　　　＝((ピーク時マイカー利用者数)/(マイカー１台あたりの平均乗車人数)

×(マイカー平均停車時間）/60

＝( 50 人/時）/　(1.3人/台）×　1/60＝ 0.64

＝ 1 バース

　ａ-3-2　福祉のための乗降スペース

＝ 1 バース

　ａ-4　歩道に関わる計画交通量

＝( ピーク時駅前広場総利用者数）/60分

＝ 1,014 / 60

＝ 17 人/分

　ａ-5　車道に関わる計画交通量

＝( ピーク時バス乗降数／バス１台あたりの平均乗車人員）×1.7

＋（ピーク時タクシー乗降数／タクシー１台あたりの平均乗車人員）

＋（ピーク時マイカー乗降数／マイカー１台あたりの平均乗車人員)

＝( 27 /40)×1.7+（ 3 /1.4）+（ 50 /1.3）

＝ 42 台/時 　
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ｂ．必要導入機能からの必要面積

　b-1　バス乗降場関連面積

＝( 乗車バース数＋降車バース数）×バス乗降場施設原単位

＋バス待ち滞留客の計画交通量×バス乗客１人あたりの滞留空間

＝( 1 バース＋ 1 ﾊﾞｰｽ)×70㎡/台＋ 1 ×1㎡/人

＝ 141 ㎡

　b-2　タクシー乗降場関連面積

＝( 乗車バース数＋降車バース数）×タクシー乗降場施設原単位

＋タクシー待ち滞留客の計画交通量×タクシー乗客１人あたりの滞留空間

＝( 1 バース＋ 1 ﾊﾞｰｽ)×20㎡/台＋ 1 ×1㎡/人

＝ 41 ㎡

　b-3　マイカー（自家用車）乗降場関連面積（福祉のための乗降スペースを除く）

＝ 乗車バース数×マイカー施設原単位

＝ 1 バース×20㎡/台

＝ 20 ㎡

　b-4　福祉のための乗降スペース関連面積

＝ 乗車バース数×マイカー施設原単位((5m+3m)×3.5m=28㎡⇒３０㎡）

＝ 1 バース×30㎡/台

＝ 30 ㎡

　b-5　駐車場関連面積

＝ タクシー駐車台数の計画交通量×駐車施設原単位

＝ 1 台×30㎡/台

＝ 30 ㎡

　b-6　交通処理のための車道面積

＝( 0.4×車道に関わる計画交通量＋36.1)×計画車線幅員

＝( 0.4× 42 ＋36.1)×5.5

＝ 291 ㎡

　b-7　歩道面積

＝( 歩道に関わる計画交通量÷歩行者密度）×（0.009×（バス乗降場関連面積

＋ﾀｸｼｰ乗降場関連面積＋自家用車乗降場関連面積＋福祉のための乗降スペース関連面積

＋駐車場関連面積＋交通処理のための車道面積)＋82.4）

＝( 17 人/分÷ 27 人/分・ｍ）×（0.009×（ 141 ㎡＋ 41 ㎡＋ 20 ㎡＋ 30 ㎡＋

30 ㎡＋ ㎡）＋82.4）

＝ 0.63 m× m→ 6 m× 88 m＝ 528 ㎡ 　

(6m以下の場合は、6mとする。）

　b-8　小計（b-1～b-7の合計)

141 ＋ 41 ＋ 20 ＋ 30 ＋ 30 ＋ 291 ＋ 528 ＝ 1,081 ㎡

291

87.38

歩道幅を 6m とする根拠 

道路構造令解説と運用「自歩道、歩道の幅員（道路構造令 第 10 条 2、第 11 条）」 

歩行者交通量の多い歩道 3.5ｍ+施設帯 0.5ｍ＋ベンチの上に上屋を設ける場合 2m＝6m 
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交通空間基準面積のまとめ

区分 施設

乗車バース 1 バース 70 ㎡/台 ㎡ ａ－１，ｂ－１参照

降車バース 1 バース 70 ㎡/台 ㎡

待ち客の滞留空間 1 人 1 ㎡/人 ㎡

㎡

乗車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－２－１，ａ－２－２，

降車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－２－３，ｂ－２参照

待ち客の滞留空間 1 人 1 ㎡/人 ㎡

㎡

乗降車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－３－１，ａ－３－２，ｂ－３，

福祉のための乗降スペース 1 バース 30 ㎡/台 ㎡ ｂ－４参照

㎡

タクシープール 1 台 30 ㎡/台 ㎡ ａ－２－４，ａ－３－３，ｂ－５

短時間駐車場 0 台 30 ㎡/台 ㎡ 参照

㎡

㎡ ＣＣ＝ 42 台/時

平均車路延長 （ＬＣ） （ 52.9 ｍ） ＷＣ＝ 5.5 ｍ

㎡ ＡＯ

㎡ ＣＷ＝ 1,014 /６０分

平均歩行距離 （ＬＷ） （ 88 ｍ） 17 人/分

必要歩道幅 （ 6 ｍ） ＤＷ＝ 27 人/分･m

㎡

Ｂ．環境空間面積の算定

環境空間比０．５を確保するために別途確保すべき環境空間面積をχとする。

1 ＋ 1 ＋ 528 ＋　χ

1,081 ＋ χ

Ｃ．駅前広場総面積

交通空間基準面積＋環境空間比０．５を確保するために別途確保すべき環境空間面積

＝ 1,081 ＋ 21

＝ 1,102 ㎡

乗車バースは乗降兼用とす

る。

必要施設数 原単位 必要面積 備考

バス

70

70

1
計 141

タクシー

20

20

1

計 41

マイカー

20

30

計 50

駐車場

30

0

計 30

車路面積                                        ＷＣ×ＬＣ 291

ＬＣ＝０．４×ＣＣ＋３６．１

小計 553

歩道面積                                    （ＣＷ／ＤＷ）×ＬＷ 528

ＬＷ＝０．００９×ＡＯ＋８２．４

ＣＷ／ＤＷ

車道部分を除く全ての面積（滞留面積＋歩道面積＋χ）

合計 1,081

＝

　環境空間比は、指針において「駅前広場基準面積が約４，０００～１０，０００㎡程度の駅において０．５を用いる」と
しており、これをもとに０．５を用いることとする。

χ 21 ㎡

＝ 0.5
駅前広場総面積（交通空間基準面積＋χ）

＝ 0.5

1,110 ㎡≒
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駅西側　 駅前広場計画指針に よ る 導入機能及び 必要面積の算定

　

鉄道利用者 3,935 人／日 　

非鉄道利用者 3,881 人／日 　

駅前広場利用者数 7,816 人／日 （鉄道利用者＋非鉄道利用者）

鉄道利用者の利用交通手段別ピーク時駅前広場利用者数の算定

駅端末交通手段分担率（平日）

乗車 3.3% 0.3% 6.0% 90.4% 100.0%

降車 3.0% 0.2% 5.1% 91.7% 100.0%

乗降計 0.9% 0.4% 1.5% 97.2% 100.0%

鉄道利用者　端末交通手段別駅前広場利用者数 人/日

乗車 65 6 118 1,779 1,968 50.0%

降車 59 4 100 1,803 1,966 50.0%

乗降計 124 10 218 3,582 3,934 100.0%

ピーク率（平日）

　　　　大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅トリップ計の分担率

ピーク時交通手段別駅前広場利用者数 人/時
非鉄道利用者

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 計 徒歩

乗車 14 1 26 393 434

降車 10 1 17 308 336

計 24 2 43 701 770

駅前広場端末交通の乗降ベースによるピーク時交通手段別駅前広場利用者数

人/時
非鉄道利用者

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 計 徒歩

乗車 10 1 17 308 336

降車 14 1 26 393 434

計 24 2 43 701 770

広場交通の乗降は、駅の乗車が広場の降車となり、駅の降車が広場の乗車となる。

757 1,527

鉄道利用者
合計

757 1,527

鉄道利用者
合計

発生（降車） 17.10%

発生集中計（乗降計） 19.50%

出典：第5回京阪神都市圏パーソントリップ調査　京阪神都市圏交通計画協議会

ピーク率

集中（乗車） 22.10%

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 合計 乗降比率

出典：第5回京阪神都市圏パーソントリップ調査　京阪神都市圏交通計画協議会
　　　　大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅トリップ計の分担率

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 合計
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Ａ．交通空間基準面積の算定

ａ．必要とする導入機能の必要量

　ａ-1　バス施設の計算

ａ-1-1　バス・バース

 　 　　乗車＝((ピーク時バス乗車客数）/（バス１台あたりの平均乗車客数）

 　 　　　　　　×（バスサービス時間))×１/60

　　＝(( 10 人/時）／(40人/台)×５分）×1/60＝ 0.02

＝   1 バース

 　　　降車＝（ピーク時バス降車客数）×（１人あたりの所要時間）/60

＝( 14 人/時）×(2/60）/60＝ 0.01  

＝ 1 バース

ａ-1-2　バス待ち滞留客の計画交通量

計画交通量＝（ピーク時バス乗車客数）×（バスサービス時間）/60

＝ 10 ×5/60＝ 0.83

＝ 1 人/サービス時間（ｓｔ）

　ａ-2　タクシー施設の計算

ａ-2-1　乗車バース＝（ピーク時タクシー乗車客数）×（１人あたりタクシー乗車所要時間）/60

＝( 1 人/時）×(10/60）/60＝ 0.00

＝ 1 バース

ａ-2-2　降車バース＝（ピーク時タクシー降車客数）×（１人あたりタクシー降車所要時間）/60

＝( 1 人/時）×(30/60）/60＝ 0.01

＝ 1 バース

ａ-2-3　タクシー待ち滞留客の計画交通量

計画交通量＝（ピーク時タクシー乗車客数）×（タクシーサービス時間）/60

＝ 1 ×5/60＝ 0.08

＝ 1 人/サービス時間（ｓｔ）

ａ-2-4　タクシープール

＝( タクシー待ち滞留客の計画交通量）/（タクシー１台あたり平均乗車人員）

＝ 1 /1.４＝ 0.71

＝ 1 台

　ａ-3　マイカー（自家用車）の計算

    ａ-3-1マイカーバース

　　　　　＝((ピーク時マイカー利用者数)/(マイカー１台あたりの平均乗車人数)

×(マイカー平均停車時間）/60

＝( 43 人/時）/　(1.3人/台）×　1/60＝ 0.55

＝ 1 バース

　ａ-3-2　福祉のための乗降スペース

＝ 1 バース

　ａ-4　歩道に関わる計画交通量

＝( ピーク時駅前広場総利用者数）/60分

＝ 1,527 / 60

＝ 26 人/分

　ａ-5　車道に関わる計画交通量

＝( ピーク時バス乗降数／バス１台あたりの平均乗車人員）×1.7

＋（ピーク時タクシー乗降数／タクシー１台あたりの平均乗車人員）

＋（ピーク時マイカー乗降数／マイカー１台あたりの平均乗車人員)

＝( 24 /40)×1.7+（ 2 /1.4）+（ 43 /1.3）

＝ 36 台/時 　
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ｂ．必要導入機能からの必要面積

　b-1　バス乗降場関連面積

＝( 乗車バース数＋降車バース数）×バス乗降場施設原単位

＋バス待ち滞留客の計画交通量×バス乗客１人あたりの滞留空間

＝( 1 バース＋ 1 ﾊﾞｰｽ)×70㎡/台＋ 1 ×1㎡/人

＝ 141 ㎡

　b-2　タクシー乗降場関連面積

＝( 乗車バース数＋降車バース数）×タクシー乗降場施設原単位

＋タクシー待ち滞留客の計画交通量×タクシー乗客１人あたりの滞留空間

＝( 1 バース＋ 1 ﾊﾞｰｽ)×20㎡/台＋ 1 ×1㎡/人

＝ 41 ㎡

　b-3　マイカー（自家用車）乗降場関連面積（福祉のための乗降スペースを除く）

＝ 乗車バース数×マイカー施設原単位

＝ 1 バース×20㎡/台

＝ 20 ㎡

　b-4　福祉のための乗降スペース関連面積

＝ 乗車バース数×マイカー施設原単位((5m+3m)×3.5m=28㎡⇒３０㎡）

＝ 1 バース×30㎡/台

＝ 30 ㎡

　b-5　駐車場関連面積

＝ タクシー駐車台数の計画交通量×駐車施設原単位

＝ 1 台×30㎡/台

＝ 30 ㎡

　b-6　交通処理のための車道面積

＝( 0.4×車道に関わる計画交通量＋36.1)×計画車線幅員

＝( 0.4× 36 ＋36.1)×5.5

＝ 278 ㎡

　b-7　歩道面積

＝( 歩道に関わる計画交通量÷歩行者密度）×（0.009×（バス乗降場関連面積

＋ﾀｸｼｰ乗降場関連面積＋自家用車乗降場関連面積＋福祉のための乗降スペース関連面積

＋駐車場関連面積＋交通処理のための車道面積)＋82.4）

＝( 26 人/分÷ 27 人/分・ｍ）×（0.009×（ 141 ㎡＋ 41 ㎡＋ 20 ㎡＋ 30 ㎡＋

30 ㎡＋ ㎡）＋82.4）

＝ 0.96 m× m→ 6 m× 88 m＝ 528 ㎡ 　

(6m以下の場合は、6mとする。）

　b-8　小計（b-1～b-7の合計)

141 ＋ 41 ＋ 20 ＋ 30 ＋ 30 ＋ 278 ＋ 528 ＝ 1,068 ㎡

87.26

278

歩道幅を 6m とする根拠 

道路構造令解説と運用「自歩道、歩道の幅員（道路構造令 第 10 条 2、第 11 条）」 

歩行者交通量の多い歩道 3.5ｍ+施設帯 0.5ｍ＋ベンチの上に上屋を設ける場合 2m＝6m 
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交通空間基準面積のまとめ

区分 施設

乗車バース 1 バース 70 ㎡/台 ㎡ ａ－１，ｂ－１参照

降車バース 1 バース 70 ㎡/台 ㎡

待ち客の滞留空間 1 人 1 ㎡/人 ㎡

㎡

乗車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－２－１，ａ－２－２，

降車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－２－３，ｂ－２参照

待ち客の滞留空間 1 人 1 ㎡/人 ㎡

㎡

乗降車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－３－１，ａ－３－２，ｂ－３，

福祉のための乗降スペース 1 バース 30 ㎡/台 ㎡ ｂ－４参照

㎡

タクシープール 1 台 30 ㎡/台 ㎡ ａ－２－４，ａ－３－３，ｂ－５

短時間駐車場 0 台 30 ㎡/台 ㎡ 参照

㎡

㎡ ＣＣ＝ 36 台/時

平均車路延長 （ＬＣ） （ 50.5 ｍ） ＷＣ＝ 5.5 ｍ

㎡ ＡＯ

㎡ ＣＷ＝ 1,527 /６０分

平均歩行距離 （ＬＷ） （ 88 ｍ） 26 人/分

必要歩道幅 （ 6 ｍ） ＤＷ＝ 27 人/分･m

㎡

Ｂ．環境空間面積の算定

環境空間比０．５を確保するために別途確保すべき環境空間面積をχとする。

1 ＋ 1 ＋ 528 ＋　χ

1,068 ＋ χ

Ｃ．駅前広場総面積

交通空間基準面積＋環境空間比０．５を確保するために別途確保すべき環境空間面積

＝ 1,068 ＋ 8

＝ 1,076 ㎡

㎡

≒ 1,080 ㎡

　環境空間比は、指針において「駅前広場基準面積が約４，０００～１０，０００㎡程度の駅において０．５を用いる」と
しており、これをもとに０．５を用いることとする。

車道部分を除く全ての面積（滞留面積＋歩道面積＋χ）
＝ 0.5

駅前広場総面積（交通空間基準面積＋χ）

＝χ 8

＝ 0.5

合計 1,068

小計 540

歩道面積                                    （ＣＷ／ＤＷ）×ＬＷ 528

ＬＷ＝０．００９×ＡＯ＋８２．４

ＣＷ／ＤＷ

車路面積                                        ＷＣ×ＬＣ 278

ＬＣ＝０．４×ＣＣ＋３６．１

計 50

駐車場

30

0

計 30

乗車バースは乗降兼用とす

る。
計 41

マイカー

20

30

タクシー

20

20

1

必要施設数 原単位 必要面積 備考

バス

70

70

1
計 141
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③ 第２段階：都市政策上の観点に加え計画する敷地の形状やレイアウトを考慮した必要

規模の算定 

導入機能については、前頁までで求めた計算値から以下のように変更する。 
 

表 5-10 駅東側広場の導入機能の変更 

導入機能 計算値 変更値 変更理由 

バス 
乗り場 １バース 

２バース 
バス運用のフレキシビリティ性を考

慮し、乗降兼用とする。 降り場 １バース 

タクシー 
乗り場 １バース １バース 計算値の台数に合わせ１バースとする。 
降り場 １バース ―台 降り場を特定しない。 
待機場 １台 1 台 計算値の台数に合わせ１台とする。 

一般車乗降場 ２バース  福祉乗降場 1 バース含む 

一般車駐車場 ―台 ８台 
交通島の有効活用として、交通島内

で整備可能な台数を確保する。 
 

表 5-11 駅西側広場の導入機能の変更 

導入機能 計算値 変更値 変更理由 

バス 
乗り場 1 バース 

２バース 
バス運用のフレキシビリティ性を考

慮し、乗降兼用とする。 降り場 １バース 

タクシー 
乗り場 １バース １バース 計算値の台数に合わせ１バースとする。 
降り場 １バース ―台 降り場を特定しない。 
待機場 １台 １台 計算値の台数に合わせ１台とする。 

一般車乗降場 ２バース  福祉乗降場 1 バース含む 

一般車駐車場 ―台 １８台 
交通島の有効活用と、交通島内で整

備可能な台数を確保する。 
 
 

 
 

  



 

5-42 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

駅東側　 駅前広場計画指針に よ る 導入機能及び 必要面積の算定

　

鉄道利用者 4,499 人／日 　

非鉄道利用者 670 人／日 　

駅前広場利用者数 5,169 人／日 （鉄道利用者＋非鉄道利用者）

鉄道利用者の利用交通手段別ピーク時駅前広場利用者数の算定

駅端末交通手段分担率（平日）

乗車 3.3% 0.3% 6.0% 90.4% 100.0%

降車 3.0% 0.2% 5.1% 91.7% 100.0%

乗降計 0.9% 0.4% 1.5% 97.2% 100.0%

鉄道利用者　端末交通手段別駅前広場利用者数 人/日

乗車 74 7 135 2,034 2,250 50.0%

降車 67 4 115 2,062 2,248 50.0%

乗降計 141 11 250 4,096 4,498 100.0%

ピーク率（平日）

　　　　大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅トリップ計の分担率

ピーク時交通手段別駅前広場利用者数 人/時
非鉄道利用者

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 計 徒歩

乗車 16 2 30 450 498

降車 11 1 20 353 385

計 27 3 50 803 883

駅前広場端末交通の乗降ベースによるピーク時交通手段別駅前広場利用者数

人/時
非鉄道利用者

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 計 徒歩

乗車 11 1 20 353 385

降車 16 2 30 450 498

計 27 3 50 803 883

広場交通の乗降は、駅の乗車が広場の降車となり、駅の降車が広場の乗車となる。

131 1,014

鉄道利用者
合計

鉄道利用者
合計

131 1,014

発生集中計（乗降計） 19.50%

出典：第5回京阪神都市圏パーソントリップ調査　京阪神都市圏交通計画協議会

ピーク率

集中（乗車） 22.10%

発生（降車） 17.10%

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 合計 乗降比率

出典：第5回京阪神都市圏パーソントリップ調査　京阪神都市圏交通計画協議会
　　　　大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅トリップ計の分担率

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 合計
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Ａ．交通空間基準面積の算定

ａ．必要とする導入機能の必要量

　ａ-1　バス施設の計算

ａ-1-1　バス・バース

 　 　　乗車＝((ピーク時バス乗車客数）/（バス１台あたりの平均乗車客数）

 　 　　　　　　×（バスサービス時間))×１/60

　　＝(( 11 人/時）／(40人/台)×５分）×1/60＝ 0.02

＝   1 バース ⇒乗降兼用とする。

 　　　降車＝（ピーク時バス降車客数）×（１人あたりの所要時間）/60

＝( 16 人/時）×(2/60）/60＝ 0.01

＝ 1 バース ⇒乗降兼用とする。  

ａ-1-2　バス待ち滞留客の計画交通量

計画交通量＝（ピーク時バス乗車客数）×（バスサービス時間）/60

＝ 11 ×5/60＝ 0.92

＝ 1 人/サービス時間（ｓｔ）

　ａ-2　タクシー施設の計算

ａ-2-1　乗車バース＝（ピーク時タクシー乗車客数）×（１人あたりタクシー乗車所要時間）/60

＝( 1 人/時）×(10/60）/60＝ 0.003

＝ 1 バース

ａ-2-2　降車バース＝（ピーク時タクシー降車客数）×（１人あたりタクシー降車所要時間）/60

＝( 2 人/時）×(30/60）/60＝ 0.020

＝ 1 バース⇒ おりばを特定しないため「0バース」とする。

ａ-2-3　タクシー待ち滞留客の計画交通量

計画交通量＝（ピーク時タクシー乗車客数）×（タクシーサービス時間）/60

＝ 1 ×5/60＝ 0.08

＝ 1 人/サービス時間（ｓｔ）

ａ-2-4　タクシープール

＝( タクシー待ち滞留客の計画交通量）/（タクシー１台あたり平均乗車人員）

＝ 1 /1.４＝ 0.71

＝ 1 台　

　ａ-3　マイカー（自家用車）の計算

    ａ-3-1マイカーバース

　　　　　　　　＝((ピーク時マイカー利用者数)/(マイカー１台あたりの平均乗車人数)

×(マイカー平均停車時間）/60

＝( 50 人/時）/　(1.3人/台）×　1/60＝ 0.64

＝ 1 バース

　ａ-3-2　福祉のための乗降スペース

＝ 1 バース

　ａ-3-3　マイカー短時間駐車場

＝ 8 台（別紙参照）

　ａ-4　歩道に関わる計画交通量

＝( ピーク時駅前広場総利用者数）/60分

＝ 1,014 / 60

＝ 17 人/分

　ａ-5　車道に関わる計画交通量

＝( ピーク時バス乗降数／バス１台あたりの平均乗車人員）×1.7

＋（ピーク時タクシー乗降数／タクシー１台あたりの平均乗車人員）

＋（ピーク時マイカー乗降数／マイカー１台あたりの平均乗車人員)

＝( 27 /40)×1.7+（ 3 /1.4）+（ 50 /1.3）

＝ 42 台/時 　
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ｂ．必要導入機能からの必要面積

　b-1　バス乗降場関連面積

＝( 乗降バース数）×バス乗降場施設原単位

＋バス待ち滞留客の計画交通量×バス乗客１人あたりの滞留空間

＝( 2 バース＋ 0 ﾊﾞｰｽ)×70㎡/台＋ 1 ×1㎡/人

＝ 141 ㎡

　b-2　タクシー乗降場関連面積

＝( 乗車バース数＋降車バース数）×タクシー乗降場施設原単位

＋タクシー待ち滞留客の計画交通量×タクシー乗客１人あたりの滞留空間

＝( 1 バース＋ 0 ﾊﾞｰｽ)×20㎡/台＋ 1 ×1㎡/人

＝ 21 ㎡

　b-3　マイカー（自家用車）乗降場関連面積（福祉のための乗降スペースを除く）

＝ 乗車バース数×マイカー施設原単位

＝ 1 バース×20㎡/台

＝ 20 ㎡

　b-4　福祉のための乗降スペース関連面積

＝ 乗車バース数×マイカー施設原単位((5m+3m)×3.5m=28㎡⇒３０㎡）

＝ 1 バース×30㎡/台

＝ 30 ㎡

　b-5　駐車場関連面積

＝ （タクシー駐車台数の計画交通量＋マイカー駐車台数の計画交通量）×駐車施設原単位

＝( 1 ＋ ）台×30㎡/台

＝ 270 ㎡

　b-6　交通処理のための車道面積

＝( 0.4×車道に関わる計画交通量＋36.1)×計画車線幅員

＝( 0.4× 42 ＋36.1)×5.5

＝ 291 ㎡

　b-7　歩道面積

＝( 歩道に関わる計画交通量÷歩行者密度）×（0.009×（バス乗降場関連面積

＋ﾀｸｼｰ乗降場関連面積＋自家用車乗降場関連面積＋福祉のための乗降スペース関連面積

＋駐車場関連面積＋交通処理のための車道面積)＋82.4）

＝( 17 人/分÷ 27 人/分・ｍ）×（0.009×（ 141 ㎡＋ 21 ㎡＋ 20 ㎡＋ 30 ㎡＋

270 ㎡＋ ㎡）＋82.4）

＝ 0.63 m× m→ 6 m× 90 m＝ 540 ㎡ 　

(6m以下の場合は、6mとする。）

　b-8　小計（b-1～b-7の合計)

141 ＋ 21 ＋ 20 ＋ 30 ＋ 270 ＋ 291 ＋ 540 ＝ 1,313 ㎡

8

291

89.36

歩道幅を 6m とする根拠 

道路構造令解説と運用「自歩道、歩道の幅員（道路構造令 第 10 条 2、第 11 条）」 

歩行者交通量の多歩道 3.5ｍ＋施設帯 0.5ｍ+ベンチの上に上屋を設ける場合 2m＝6m 
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交通空間基準面積のまとめ

区分 施設

乗降バース 2 バース 70 ㎡/台 ㎡ ａ－１，ｂ－１参照

バース 70 ㎡/台 ㎡

待ち客の滞留空間 1 人 1 ㎡/人 ㎡

㎡

乗車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－２－１，ａ－２－２，

降車バース 0 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－２－３，ｂ－２参照

待ち客の滞留空間 1 人 1 ㎡/人 ㎡

㎡

乗降車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－３－１，ａ－３－２，ｂ－３，

福祉のための乗降スペース 1 バース 30 ㎡/台 ㎡ ｂ－４参照

㎡

タクシープール 1 台 30 ㎡/台 ㎡ ａ－２－４，ａ－３－３，ｂ－５

短時間駐車場 8 台 30 ㎡/台 ㎡ 参照

㎡

㎡ ＣＣ＝ 42 台/時

平均車路延長 （ＬＣ） （ 52.9 ｍ） ＷＣ＝ 5.5 ｍ

㎡ ＡＯ

㎡ ＣＷ＝ 1,014 /６０分

平均歩行距離 （ＬＷ） （ 90 ｍ） 17 人/分

必要歩道幅 （ 6 ｍ） ＤＷ＝ 27 人/分･m

㎡

Ｂ．環境空間面積の算定

B-1　交通空間面積に対応する不足分の環境空間面積

環境空間比０．５を確保するために別途確保すべき環境空間面積をχとする。

1 ＋ 1 ＋ 540 ＋　χ

1,313 ＋ χ

B-2　本広場形状の特殊性によるその他の環境空間面積（面積計測図参照） ＝ 1,984 ㎡

Ｃ．本広場形状の特殊性によるその他の交通空間面積（面積計測図参照） ＝ 599 ㎡

Ｄ．駅前広場総面積

D-１．計算上の必要面積

計算上の交通空間面積（上表の歩道面積と客待ち空間を除く） ＝ 771 ㎡

計算上の環境空間面積

＋ （上表の歩道面積＋客待ち空間＋0.5を確保するための面積）

1,542 ㎡

D-２．本広場形状の特殊性による面積 ＝ 2,583 ㎡

D-３．駅前広場総面積

交通空間面積計 771 ㎡　＋ 599 ㎡ ＝ 1,370 ㎡

＋ 環境空間面積計 771 ㎡　＋ 1,984 ㎡ ＝ 2,755 ㎡

4,125 ㎡

必要施設数 原単位 必要面積 備考

バス

140

0

1
計 141

乗車バースは乗降兼用とす

る。
計 21

マイカー

20

30

タクシー

20

0

1

計 50

駐車場

30

240

計 270

車路面積                                        ＷＣ×ＬＣ 291

ＬＣ＝０．４×ＣＣ＋３６．１

小計 773

歩道面積                                    （ＣＷ／ＤＷ）×ＬＷ 540

ＬＷ＝０．００９×ＡＯ＋８２．４

ＣＷ／ＤＷ

合計 1,313

＝

1,984㎡　＋　 599㎡

　環境空間比は、指針において「駅前広場基準面積が約４，０００～１０，０００㎡程度の駅において０．５を用いる」と
しており、これをもとに０．５を用いることとする。

車道部分を除く全ての面積（滞留面積＋歩道面積＋χ）
＝ 0.5

駅前広場総面積（交通空間基準面積＋χ）

＝ 0.5

≒ 4,130 ㎡

㎡

＝ 771 ㎡

χ 229
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交通空間面積 
環境空間 

駅舎前 病院アクセス路 広場内 

 220 ㎡ 560 ㎡ 895 ㎡ 129 ㎡ 
369 ㎡ 400 ㎡   
10 ㎡    

計 599 ㎡ 
960 ㎡ 895 ㎡ 129 ㎡ 

1,984 ㎡ 
 

図 5-9 駅前広場計画指針では計算上現れないエリアの面積 

  

駅舎・自由通路昇降施設から広場までのアプローチ
空間（560 ㎡＋400 ㎡＝960 ㎡） 

駅舎・自由通路昇降施設、駅前広場、病院を結ぶ歩行
者空間（W14m×L63.9m＝895 ㎡） 

【W14m とする理由】 
W14m は、歩道機能を有する空間と広場的機能を有する空間

によって構成する。 
歩道機能を有する空間は、交通量の多い自転車歩行者道 4m

に並木 1.5m やベンチ 1m を適宜設けることを想定し、6m を確
保する。 

広場的機能を有する空間は、人工芝等による空間整備を行
い、くつろげる空間として整備する。この空間では、災害時
に奈良県立医大付属病院と連携して、負傷者等への対応空間
として救急車両等の待機、活動空間として機能させることと
する。幅員は、緊急車両の車路 3m×往復 2 車線に待避空間 2m
を加えた 8m を確保する。 

歩道機能 W6m に広場的機能 W8m を加えた W14m を確保するこ
ととし、W14m 全幅でもって災害時における負傷者の緊急トリ
アージ空間を機能させることを考える。 
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駅西側　 駅前広場計画指針に よ る 導入機能及び 必要面積の算定

　

鉄道利用者 3,935 人／日 　

非鉄道利用者 3,881 人／日 　

駅前広場利用者数 7,816 人／日 （鉄道利用者＋非鉄道利用者）

鉄道利用者の利用交通手段別ピーク時駅前広場利用者数の算定

駅端末交通手段分担率（平日）

乗車 3.3% 0.3% 6.0% 90.4% 100.0%

降車 3.0% 0.2% 5.1% 91.7% 100.0%

乗降計 0.9% 0.4% 1.5% 97.2% 100.0%

鉄道利用者　端末交通手段別駅前広場利用者数 人/日

乗車 65 6 118 1,779 1,968 50.0%

降車 59 4 100 1,803 1,966 50.0%

乗降計 124 10 218 3,582 3,934 100.0%

ピーク率（平日）

　　　　大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅トリップ計の分担率

ピーク時交通手段別駅前広場利用者数 人/時
非鉄道利用者

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 計 徒歩

乗車 14 1 26 393 434

降車 10 1 17 308 336

計 24 2 43 701 770

駅前広場端末交通の乗降ベースによるピーク時交通手段別駅前広場利用者数

人/時
非鉄道利用者

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 計 徒歩

乗車 10 1 17 308 336

降車 14 1 26 393 434

計 24 2 43 701 770

広場交通の乗降は、駅の乗車が広場の降車となり、駅の降車が広場の乗車となる。

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 合計

出典：第5回京阪神都市圏パーソントリップ調査　京阪神都市圏交通計画協議会
　　　　大和八木駅、八木西口駅、畝傍御陵前駅トリップ計の分担率

駅の乗降 バス タクシー 自家用車 徒歩その他 合計 乗降比率

ピーク率

集中（乗車） 22.10%

発生（降車） 17.10%

発生集中計（乗降計） 19.50%

出典：第5回京阪神都市圏パーソントリップ調査　京阪神都市圏交通計画協議会

鉄道利用者
合計

757 1,527

鉄道利用者
合計

757 1,527
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Ａ．交通空間基準面積の算定

ａ．必要とする導入機能の必要量

　ａ-1　バス施設の計算

ａ-1-1　バス・バース

 　 　　乗車＝((ピーク時バス乗車客数）/（バス１台あたりの平均乗車客数）

 　 　　　　　　×（バスサービス時間))×１/60

　　＝(( 10 人/時）／(40人/台)×５分）×1/60＝ 0.02

＝   1 バース ⇒乗降兼用とする。

 　　　降車＝（ピーク時バス降車客数）×（１人あたりの所要時間）/60

＝( 14 人/時）×(2/60）/60＝ 0.01

＝ 1 バース ⇒乗降兼用とする。

ａ-1-2　バス待ち滞留客の計画交通量

計画交通量＝（ピーク時バス乗車客数）×（バスサービス時間）/60

＝ 10 ×5/60＝ 0.83

＝ 1 人/サービス時間（ｓｔ）

　ａ-2　タクシー施設の計算

ａ-2-1　乗車バース＝（ピーク時タクシー乗車客数）×（１人あたりタクシー乗車所要時間）/60

＝( 1 人/時）×(10/60）/60＝ 0.00

＝ 1 バース

ａ-2-2　降車バース＝（ピーク時タクシー降車客数）×（１人あたりタクシー降車所要時間）/60

＝( 1 人/時）×(30/60）/60＝ 0.01

＝ 1 バース⇒ おりばを特定しないため「0バース」とする。

ａ-2-3　タクシー待ち滞留客の計画交通量

計画交通量＝（ピーク時タクシー乗車客数）×（タクシーサービス時間）/60

＝ 1 ×5/60＝ 0.08

＝ 1 人/サービス時間（ｓｔ）

ａ-2-4　タクシープール

＝( タクシー待ち滞留客の計画交通量）/（タクシー１台あたり平均乗車人員）

＝ 1 /1.４＝ 0.71

＝ 1 台

　ａ-3　マイカー（自家用車）の計算

    ａ-3-1マイカーバース

　　　　　　　＝((ピーク時マイカー利用者数)/(マイカー１台あたりの平均乗車人数)

×(マイカー平均停車時間）/60

＝( 43 人/時）/　(1.3人/台）×　1/60＝ 0.55

＝ 1 バース

　ａ-3-2　福祉のための乗降スペース

＝ 1 バース

　ａ-3-3　マイカー短時間駐車場

＝ 18 台（別紙参照）

　ａ-4　歩道に関わる計画交通量

＝( ピーク時駅前広場総利用者数）/60分

＝ 1,527 / 60

＝ 26 人/分

　ａ-5　車道に関わる計画交通量

＝( ピーク時バス乗降数／バス１台あたりの平均乗車人員）×1.7

＋（ピーク時タクシー乗降数／タクシー１台あたりの平均乗車人員）

＋（ピーク時マイカー乗降数／マイカー１台あたりの平均乗車人員)

＝( 24 /40)×1.7+（ 2 /1.4）+（ 43 /1.3）

＝ 36 台/時 　
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ｂ．必要導入機能からの必要面積

　b-1　バス乗降場関連面積

＝( 乗降バース数）×バス乗降場施設原単位

＋バス待ち滞留客の計画交通量×バス乗客１人あたりの滞留空間

＝( 2 バース＋ 0 ﾊﾞｰｽ)×70㎡/台＋ 1 ×1㎡/人

＝ 141 ㎡

　b-2　タクシー乗降場関連面積

＝( 乗車バース数＋降車バース数）×タクシー乗降場施設原単位

＋タクシー待ち滞留客の計画交通量×タクシー乗客１人あたりの滞留空間

＝( 1 バース＋ 0 ﾊﾞｰｽ)×20㎡/台＋ 1 ×1㎡/人

＝ 21 ㎡

　b-3　マイカー（自家用車）乗降場関連面積（福祉のための乗降スペースを除く）

＝ 乗車バース数×マイカー施設原単位

＝ 1 バース×20㎡/台

＝ 20 ㎡

　b-4　福祉のための乗降スペース関連面積

＝ 乗車バース数×マイカー施設原単位((5m+3m)×3.5m=28㎡⇒３０㎡）

＝ 1 バース×30㎡/台

＝ 30 ㎡

　b-5　駐車場関連面積

＝ （タクシー駐車台数の計画交通量＋マイカー駐車台数の計画交通量）×駐車施設原単位

＝( 1 ＋ ）台×30㎡/台

＝ 570 ㎡

　b-6　交通処理のための車道面積

＝( 0.4×車道に関わる計画交通量＋36.1)×計画車線幅員

＝( 0.4× 36 ＋36.1)×5.5

＝ 278 ㎡

　b-7　歩道面積

＝( 歩道に関わる計画交通量÷歩行者密度）×（0.009×（バス乗降場関連面積

＋ﾀｸｼｰ乗降場関連面積＋自家用車乗降場関連面積＋福祉のための乗降スペース関連面積

＋駐車場関連面積＋交通処理のための車道面積)＋82.4）

＝( 26 人/分÷ 27 人/分・ｍ）×（0.009×（ 141 ㎡＋ 21 ㎡＋ 20 ㎡＋ 30 ㎡＋

570 ㎡＋ ㎡）＋82.4）

＝ 0.96 m× m→ 6 m× 92 m＝ 552 ㎡ 　

(6m以下の場合は、6mとする。）

　b-8　小計（b-1～b-7の合計)

141 ＋ 21 ＋ 20 ＋ 30 ＋ 570 ＋ 278 ＋ 552 ＝ 1,612 ㎡

18

278

91.94

歩道幅を 6m とする根拠 

道路構造令解説と運用「自歩道、歩道の幅員（道路構造令 第 10 条 2、第 11 条）」 

歩行者交通量の多歩道 3.5ｍ＋施設帯 0.5ｍ+ベンチの上に上屋を設ける場合 2m＝6m 



 

5-50 
 

 
 

交通空間基準面積のまとめ

区分 施設

乗車バース 2 バース 70 ㎡/台 ㎡ ａ－１，ｂ－１参照

降車バース バース 70 ㎡/台 ㎡

待ち客の滞留空間 1 人 1 ㎡/人 ㎡

㎡

乗車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－２－１，ａ－２－２，

降車バース 0 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－２－３，ｂ－２参照

待ち客の滞留空間 1 人 1 ㎡/人 ㎡

㎡

乗降車バース 1 バース 20 ㎡/台 ㎡ ａ－３－１，ａ－３－２，ｂ－３，

福祉のための乗降スペース 1 バース 30 ㎡/台 ㎡ ｂ－４参照

㎡

タクシープール 1 台 30 ㎡/台 ㎡ ａ－２－４，ａ－３－３，ｂ－５

短時間駐車場 18 台 30 ㎡/台 ㎡ 参照

㎡

㎡ ＣＣ＝ 36 台/時

平均車路延長 （ＬＣ） （ 50.5 ｍ） ＷＣ＝ 5.5 ｍ

㎡ ＡＯ

㎡ ＣＷ＝ 1,527 /６０分

平均歩行距離 （ＬＷ） （ 92 ｍ） 26 人/分

必要歩道幅 （ 6 ｍ） ＤＷ＝ 27 人/分･m

㎡

Ｂ．環境空間面積の算定

B-1　交通空間面積に対応する不足分の環境空間面積

環境空間比０．５を確保するために別途確保すべき環境空間面積をχとする。

1 ＋ 1 ＋ 552 ＋　χ

1,612 ＋ χ

B-2　本広場形状の特殊性によるその他の環境空間面積（面積計測図参照） ＝ 3,642 ㎡

Ｃ．本広場形状の特殊性によるその他の交通空間面積（面積計測図参照） ＝ 892 ㎡

Ｄ．駅前広場総面積

D-１．計算上の必要面積

計算上の交通空間面積（上表の歩道面積と客待ち空間を除く） ＝ 1,058 ㎡

計算上の環境空間面積

＋ （上表の歩道面積＋客待ち空間＋0.5を確保するための面積）

2,116 ㎡

D-２．本広場形状の特殊性による面積 ＝ 4,534 ㎡

D-３．駅前広場総面積

交通空間面積計 1,058 ㎡　＋ 892 ㎡ ＝ 1,950 ㎡

＋ 環境空間面積計 1,058 ㎡　＋ 3,642 ㎡ ＝ 4,700 ㎡

6,650 ㎡

必要施設数 原単位 必要面積 備考

バス

140

0

1
計 141

乗車バースは乗降兼用とす

る。
計 21

マイカー

20

30

タクシー

20

0

1

計 50

駐車場

30

540

計 570

車路面積                                        ＷＣ×ＬＣ 278

ＬＣ＝０．４×ＣＣ＋３６．１

小計 1,060

歩道面積                                    （ＣＷ／ＤＷ）×ＬＷ 552

ＬＷ＝０．００９×ＡＯ＋８２．４

ＣＷ／ＤＷ

合計 1,612

　環境空間比は、指針において「駅前広場基準面積が約４，０００～１０，０００㎡程度の駅において０．５を用いる」と
しており、これをもとに０．５を用いることとする。

車道部分を除く全ての面積（滞留面積＋歩道面積＋χ）
＝ 0.5

駅前広場総面積（交通空間基準面積＋χ）

＝ 0.5

χ ＝ 504 ㎡

＝ 1,058 ㎡

3,642㎡　＋　 892㎡

≒ 6,650 ㎡
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交通空間面積 

環境空間 

駅舎前 

 671 ㎡ 3,642 ㎡ 
193 ㎡  
18 ㎡  
10 ㎡  

計 892 ㎡ 3,642 ㎡ 
 

くつろぎの空間 
駅前広場総利用者数の 1%の人が滞留できる空間を確保する。
（7,816 人×0.01×10.2 ㎡＝797 ㎡⇒約 800 ㎡） 

パフォー

マンス空

間 

観衆空間 

その他滞

留空間 

駅舎、自由通路
昇降施設から広
場までのアプロ
ーチ空間 
（約 1,000 ㎡） 【各空間を 600 ㎡とする理由】  

一般的に演出者の仕草や表情が見える生
理的限度が 15ｍ。身振りやセリフを主体と
する演劇などは 22m。身振りが見える限界
は 38m と言われている。  

パフォーマンス空間の舞台にあたる空間
を概ね 10ｍ×20ｍすると 200 ㎡となる。こ
れに舞台袖・舞台裏などの空間を含め 25ｍ
×25ｍとすると 625 ㎡（約 600 ㎡）必要と
考える。  
 観衆空間は、舞台奥からの距離を考える
と 28m（38ｍ-10ｍ）までが限界であり、舞
台幅 20ｍとした場合、観衆幅もこれに合わ
せれば 28ｍ×20ｍ＝560 ㎡（約 600 ㎡）必
要となる。  
 その他滞留空間は、観衆の出入となる空
間として考えられ、観衆空間と同程度確保
する。  

【歩行者の空間を２つに分ける理由】 
災害時においてイベント空間では、東側のトリアージ空間との連携のもと、一

時的な救護に対応する支援空間としての役割を持たせる。くつろぎの空間では、
被災者に対する炊き出しや給水などの支援空間としての役割を持たせる。 

災害時においては負傷者と健常者との空間的区分を行うこととする。 

【10.2 ㎡の理由】  
パーソナルスペースによる公衆距離は、360 ㎝以上と言われている。 
一人当たりの空間で考えると約 10.2（半径 1.8ｍ×1.8ｍ×3.14）㎡に

一人存在することになる。  

イベント空間（賑わいの空間） 
約 600 ㎡のパフォーマンス空間、約
600 ㎡の観衆空間、約 600 ㎡の観衆
以外のその他滞留空間、合計約 1,800
㎡のイベント空間を確保する。 

図 5-10 駅前広場計画指針では計算上現れないエリアの面積 
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〇算定結果のまとめ 
 以下に算定結果のまとめを示す。 
  

表 5-12 算定結果のまとめ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

のりば 1 バース 1 バース

おりば 1 バース 1 バース

のりば 1 バース 1 バース 1 バース 1 バース

おりば 1 バース 1 バース - バース - バース

待機場 1 台 1 台 1 台 1 台

1 台 1 台 1 台 1 台

1 台 1 台 1 台 1 台

台 台 8 台 18 台

1,080㎡ 6,650㎡

福祉のための乗
降場

必要面積計

バース
のりば、おりばの各１バースを
各々乗降兼用とする。

東側 西側

2 バース

交通島内に整備

2

算定結果

バス

限定しない

区分 施設

第1段階
数値的条件に限定した必要規模の算定

東側 西側

備考

第２段階
　都市政策上の観点に加え計画する敷地
の形状やレイアウトを考慮した必要規模の
算定

4,130㎡

タクシー

自家用車送迎場

交通空間面積

環境空間面積

551㎡

自動車送迎場と福祉のた
めの乗降場は兼用として
整備する。

551㎡

10㎡単位で切上1,110㎡

自家用車駐車場
交通島内での整備可能
台数を確保

538㎡ 1,370㎡ 1,950㎡

538㎡ 2,755㎡ 4,700㎡
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5.3.2 仮設駐車場（第Ⅰ期整備） 

 駐車スペース 

将来的に住宅系施設の敷地となる箇所で、医大新外来棟の工事中の仮利用の駐車場を

整備する。整備主体は医大となるため、敷地規模に対して、確保可能な駐車マス数を参

考値として提示する。 
また、施設配置案の作成にあたっての駐車マスのレイアウトは「駐車場設計・施工指

針について（建設省/R6）」を参考とした。 
 

【参考】確保可能な駐車マス数の算出 
敷地面積：約 12,500 ㎡（医大病院への通り抜け動線含む） 
駐車可能台数：約 417 台（＝12,500 ㎡／30（㎡／台）） 
※駐車マスのレイアウトにより駐車可能台数の増減あり 

  ⇒レイアウト補正で約 390 台程度の確保が可能。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 現在の医大病院利用者用駐車場 
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（参考）駐車ますの大きさ・車路の幅員（駐車場設計・施工指針について） 
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5.3.3 駐車場 

東西の駅前広場の交通ロータリー中央部に位置する交通島が未活用となるため、該当

箇所に設置可能な台数の駐車場を確保する。なお、交通島内の駐車マスの一部はタクシ

ーの待合バースとする。 
なお、本計画において、パークアンドライドに関連する駐車場の整備は想定しないが、

当該駐車場を整備する場合は次頁に示す駐車台数が必要となる。 
 

【駐車場設置可能台数】 
東側駅前広場：９台 西側駅前広場：19 台 ※いずれもタクシーバース含む 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 交通島内の有効活用を目的とした駐車場のイメージ（近鉄結崎駅）  
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（参考）パークアンドライドを想定した場合の必要駐車台数（１／２） 
まちづくりを行う前提としたときの自動車利用者数は、2031 年で 1,021 人/日

と、2041 年で 925 人/日となっている。数値は 2031 年の方が大きいが、将来的に

減少することから、2041 年段階の数値を整備台数の根拠とする。 
また、自動車の利用特性として、送迎利用を除けば、鉄道乗車時に駐車し、鉄道

降車時にその自動車に乗って出ていくという形態がほとんどである。上記数値は乗

降客数であることから、その１/2 を自動車利用者数とする。 
さらに、駅前広場計画指針における自家用車平均乗車人数である 1.3 人／台の数

値をもとに台数に換算すると約 350 台／日となる。 
１日あたりの自動車利用者数：925(人/日)×１／２＝462.5(人/日) 
１日あたりの自動車利用台数：462.5(人/日)／1.3(人/台)＝355.8≒350 台/日 

 
表 新駅乗降人員の予測結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託  
（医大・周辺まちづくり検討事業（都づくり））（奈良県別途委託業務）  

 
■新駅公営駐車場の利用特性 

一般的に朝に駅から乗車する利用者は、周辺住民の通勤・通学客が主体となり、

朝に駐車場へ駐車して夕方に出庫する（すなわち昼間利用）と考えられる。 
新駅は近傍に大学や病院があるものの、駅利用者が通勤・通学のために新駅から

上記施設までの間での移動で自家用車を利用することはなく、夜間利用の可能性は

低いと考えられる。 
また、自動車利用者の中には、利用者本人が運転することなく、新駅までの送迎

によっての利用も想定される。 
このため、以下では駐車場利用者の昼夜分布及び送迎利用の割合を推測して必要台

数を求めることとする。 
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（参考）パークアンドライドを想定した場合の必要駐車台数（２／２） 

■昼夜分布・送迎利用の割合を考慮した必要台数 

①昼夜分布 

奈良県立医大に近い八木西口駅、畝傍駅の時刻帯別トリップ数（平成 22 年パー

ソントリップ調査）を平均化した数値を下表に示す。 
 
 
 
 

 
 

 
通勤・通学の乗降が主体となる６～９時台に着目すると、 

乗車（＝昼間利用）：32.1％ 
降車（＝夜間利用）：43.3％      と推測される。 

 
なお、上記以外の割合（100-32.1-43.3=24.6％）は送迎等を目的とした、昼間の

比較的短時間の利用と考えられる。昼間の短時間利用については 3%前後で推移し

ており、駅前広場内に設置する停車バースで充足すると考えられる。 
よって、昼間利用の 32.1%がピーク時に必要となる駐車台数の割合であると考

えられる。 
 

②送迎利用の割合 

自動車の利用者として駐車場利用の他、通勤・通学者を送迎する利用も考えられ

る。送迎車両は駅前広場の停車バースへの停車のみ想定すればよいため、必要駐車

台数からは除いて考える。 
駅乗降人員の予測結果で参照されている新駅周辺の９駅において定期利用者に

占める自動車利用者数の合計は以下であり、自動車利用者数に占める送迎利用の割

合は 58.5％であり、その数値を除した 41.5%が駐車場を利用すると想定した。 
 

表 端末交通手段別人員表（鉄道定期利用者） 

             （人／日・片道）      

 車（送迎） 車（その他） 計 

９駅合計 889（58.5%） 632（41.5%） 1,521 

出典：第 12 回大都市交通センサス 平成 28 年度調査（集計）  

 

③必要駐車場台数 

①、②の条件より必要駐車場台数は約 50 台程度であると算出される。 
350(台/日)×32.1%(②の割合)×41.5%(③の割合)=46.6 台≒50 台 
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5.3.4 自転車駐車場 

 日利用者数の設定 

まちづくりを行う前提としたときの二輪利用者数は、2031 年で 1,584 人/日と、2041 
年で 1,440 人/日となっている。数値は 2031 年の方が大きいが、将来的に減少するこ

と、2041 年の東側まちづくり整備までは東側用地の一部を仮設の駐輪場として使用す

ることも考えられることから、2041 年段階の数値を整備台数の根拠とする。 
また、二輪の利用特性として、乗車時に駐輪し、降車時にその自転車に乗って出てい

くという形態がほとんどである。上記数値は乗降客数であることから、その１ /2 を駐輪

場利用台数とすると、約 720 台/日となる。 
 

表 5-13 新駅乗降人員の予測結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託  
（医大・周辺まちづくり検討事業（都づくり））（奈良県別途委託業務）  

 
 ピーク時利用台数の設定 

 新駅附属自転車駐車場の利用特性 

一般的に朝に駅から乗車する利用者は、周辺住民の通勤・通学客が主体となり、朝に

駐輪場へ入庫して夕方に出庫する（すなわち昼間利用）と考えられる。 
一方、朝に駅から降車する利用者は、駅周辺に通勤・通学する人が多く、朝に駐輪場

を出庫し、夕方に入庫する（すなわち夜間利用）と考えられる。 
新駅は近傍に大学や病院があることから、夜間利用も多いものと考えられる。昼間利

用と夜間利用がほぼ入れ替わって入庫することから、分担率から求められる利用台数を

そのまま整備台数とする必要性はないと考えられる。 
このため、以下では駐輪場利用者の昼夜分布を推測して必要台数を求めることとする。 
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 昼夜分布を考慮した必要台数 

ここで、奈良県立医大に近い八木西口駅、畝傍駅の時刻帯別トリップ数（平成 22 年
パーソントリップ調査）を平均化した数値を下表に示す。（詳細根拠は次頁） 

 
 
 
 
 
 
 
通勤・通学の乗降が主体となる６～９時台に着目すると、 

乗車（＝昼間利用）：32.1％ 
降車（＝夜間利用）：43.3％ 

と推測され、通勤・通学としては夜間利用の方が多いと考えられる。 
なお、上記以外の割合（100-32.1-43.3=24.6％）は買い物等を目的とした、昼間の比較

的短時間の利用と考えられる。つまり、この 24.6％分は昼間の乗降割合が 3％前後で推

移していることからも、分散して入庫されると考えられる。 
よって、夜間利用の 43.3％分の台数を確保しておけば、昼間の必要台数はカバーでき

るといえる。 
720×0.433＝311.8(台) 

 
上式より、300 台程度を必要台数とする。 
 

 東側・西側の整備台数 

表 5-13 より、2041 年の二輪利用者 1,440 人/日の東西内訳は、東側 583 人/日、西側

857 人/日である。よって、東側・西側の整備台数を下記のとおりとする。 
 

東側：300×583/1,440＝121.5≒120（台） 
西側：300×857/1,440＝178.5≒180（台） 
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（参考）時間帯別トリップ数（平成 22 年パーソントリップ調査） 
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 自転車駐車場マスのレイアウト 

配置案作成にあたり、東側・西側の自転車駐車場マスの大きさは 1.14 ㎡／台（=0.6m
×1.9m）とした。レイアウトは「道路構造令の解説と運用（令和３年）」に記載の以下の

図を参照とした。 
 
（参考）自転車の駐車区画への収容方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：道路構造令の運用と解説（R3.3）  

  

東側に採用 

西側に採用 
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5.3.5 広場 

都市計画法施行令において、5ha 以上の都市開発事業では、開発区域面積の 3%以上

に相当する面積の公園・緑地の確保が義務付けられている。対象地の面積は約 9ha であ

ることから、区域内において 2,700 ㎡以上の公園・緑地を確保することとする。 
なお、広場においては健康増進に寄与する機能やイベントの実施可能なレイアウトと

するとともに、既存敷地の高低差も活かしたデザインの検討が必要である。 
 
（参考）開発区域における必要な公園・緑地面積 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：都市計画法施行令第 25 条  

 
（参考）公園等の設置基準 
 
 
 
 

出典：都市計画法施行規則第 21 条  
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5.3.6 アクセス道路 

 車道部 

 計画交通量 

駅東西で想定される最大の計画交通量は西側 3,328 台/日、東側 723 台/日となる。 
 

表 5-14 施設利用別計画交通量 

利用別 時点 方向別 平日（台／日） 休日（台／日） 

施設 
利用 

第Ⅰ期整備 
完了時 

西側 1,420 2,635 

第Ⅱ期整備 
完了時 

西側 1,420 2,635 
東側 440 358 

駅利用 

第Ⅰ期整備 
完了時 

西側 693 693 

第Ⅱ期整備 
完了時 

西側 385 385 
東側 231 231 

バス 

第Ⅰ期整備 
完了時 

西側 40 0 

第Ⅱ期整備 
完了時 

西側 40 0 
東側 52 46 

計 

第Ⅰ期整備 
完了時 

西側 2,153 3,328 

第Ⅱ期整備 
完了時 

西側 1,845 3,020 
東側 723 635 
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 （参考）施設利用の台数（本業務：将来交通量推計より抜粋） 
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（参考）駅利用車両の台数（本業務：将来交通量推計より抜粋） 
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 （参考）バス運行本数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

52 本 

40 本 

46 本 

0 本 
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 アクセス道路の種級 

道路構造令及び計画交通量より、東西のアクセス道路はともに「第４種第３級」の道

路に相当する。「第４種第３級」の道路かつバスの通行が想定されることから車道の有効

幅員を 3.0m と設定する。なお、路側帯は 0.5m とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：道路構造令の解説と運用（p.134） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：道路構造令の解説と運用（P.199） 
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 歩道部 

アクセス道路の歩道空間は動線を考慮して、「道路の移動等円滑化に関するガイドラ

イン（国交省 /令和４年）」における歩行者の交通量が多い道路の基準である有効幅員

3.5m+余裕幅 0.5m（施設帯等）の計 4.0m を確保することとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-11 歩道の幅員の考え方（幅員 3.5m の歩道の場合） 

出典：道路の移動等円滑化に関するガイドライン／国交省  
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 アクセス道路の標準断面 

車道部の幅員、歩道部の幅員より、アクセス道路の標準断面構成を以下とする。 
なお、植樹や照明等は施設帯に含まれるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-12 アクセス道路の標準断面構成 
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5.3.7 施設規模のまとめ 

前項までに算出した施設規模を以下のとおり整理した。 
導入機能 整備方針 施設整備量の算定 利用人員の設定 備考 

新駅  ・2 面 2 線の相対式ホーム  
・ホーム長 135.0ｍ(6 両対応) 
・ホーム有効幅員 3.0m 
・ホーム（南端）有効幅員 2.5m 
・改札：東西各１箇所(地平駅舎) 
・構外スロープ：幅員 3.5ｍ(東側) 
・待合室（東西１箇所ずつ）  
 

まちづくりによる発生集中交通量を考慮した四段階推計
法による需要予測で算定  

最大 9,000 人/日（2031 年）  
 
 

・ホーム長、幅員は近鉄実施基準に準拠  

自由通路  ・自由通路有効幅員 3.5ｍ  
・エレベーター東西各１基  
・エスカレーター(上りのみ)東西各１基  

医大・周辺まちづくりエリア利用者に想定される身障者に
配慮し、車いす２＋歩行者２のすれ違いが可能となる有効
幅員 3.5ｍ（道路構造令における歩行者交通量が多い歩道
と同等）を想定  
 

歩行者交通量が多い歩道の目安である１
日の自由通路利用者 500 人以上を想定  
 

・道路移動等円滑化基準及び道路構造令に準拠  

駅前広場  駅利用者数の数値をもとに各種規模を設
定した駅前広場を東西に整備する。  

【東側駅前広場】  
敷地総面積：約 4,130 ㎡  
環境空間：約 2,760 ㎡  交通空間：約 1,370 ㎡  
各種バース：タクシー駐車場   1 台（交通島内）  
      タクシー乗降場   1 台  

バス        ２台  
自家用車（送迎用）2 台（身障者 1，一般 1） 

鉄道利用者   ：4,499 人/日  
非鉄道利用者  ：  670 人/日  

駅前広場利用者数：5,169 人/日   

・バスバースは既存の路線バスとコミュニティバ
スの乗り入れを考慮し、２バース確保（バスの
運行事業者と要調整）  

・タクシー駐車場は交通島内に整備  
・タクシー乗降場は計算上、乗車バースと降車バ
ースで計２バースと算出されているが、乗降兼
用の運用を想定し、図上は１バースとしている
（タクシーの運用方法は要検討）  

 
【西側駅前広場】  
敷地総面積：約 6,650 ㎡  
環境空間：約 4,690 ㎡  交通空間：約 1,960 ㎡  
各種バース：タクシー駐車場   1 台（交通島内）  

タクシー乗降場   1 台  
バス        ２台  
自家用車（送迎用）2 台（身障者 1，一般 1） 

鉄道利用者   ：3,935 人/日  
非鉄道利用者  ：3,881 人/日  

駅前広場利用者数：7,816 人/日  

・バスバースは既存の路線バスと医大新キャンパ
スと新駅間を結ぶ路線バスの乗り入れを想定
し、２バース確保（バスの運行事業者と要調整） 

・タクシー駐車場は交通島内に整備  
・タクシー乗降場は計算上、乗車バースと降車バ
ースで計２バースと算出されているが、乗降兼
用の運用を想定し、図上は１バースとしている
（タクシーの運用方法は要検討）  

 
仮設駐車場  
（第Ⅰ期整備）  

病院内駐車場の整備完了まで、医大従業
員が活用する駐車場を整備する。  

駐車可能台数：約 390 台  
※現施設配置案の駐車マスのレイアウトに基づく数値  
敷地面積：約 12,500 ㎡（医大への通り抜け道路も含む）  
 
（参考）１台当たりの占有面積に基づく算出  
駐車可能台数：約 417 台（＝12,500 ㎡／30 ㎡／台）  

※１台当たり占有面積：30 ㎡／台  
（駅前広場計画指針より設定以下同様）  

 
 

医大の利用者数に準ずる  ・平面駐車場を想定  
・住居系施設整備までの暫定土地活用  
・医大利用者向けの駐車場のため、医大側の必要
台数に応じた台数を要調整  

※駐車可能台数はあくまで目安であり、敷地形状
や駐車マスの配置によって前後する  
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導入機能 整備方針 施設整備量の算定 利用人員の設定 備考 

駐車場  駅前広場ロータリー内の交通島の未利用
地の有効活用として、駅利用者のための
駐車場とする。  

西側駐車可能台数：19 台（内１台タクシー駐車場）  
東側駐車可能台数：  9 台（内１台タクシー駐車場）  
（参考）パークアンドライドの利用を想定する場合  
必要台数：約 50 台  ※新駅需要予測より  
必要面積：約 1,500 ㎡（＝50 台×30(㎡／台)）  

 

未利用地の有効活用とする  
（参考）パークアンドライドの  

利用を想定する場合  
利用想定台数：約 50 台  
（＝①462.5 人／②1.3 台×③32.1% 

×④41.5%）  
①日利用者数：462.5 人  

（=925 人／2）  
②日利用台数：約 350 台／日  

（=462.5 人／1.3 台）  
③昼間利用のピーク率：32.1% 
④送迎利用割合：41.5% 

 

・駅前広場内の自家用車（送迎用）のバースとは
異なる。  

※必要面積はあくまで目安であり、敷地形状や駐
車マスの配置によって前後する  

自転車駐車場  駅利用者のための自転車駐車場を整備す
る。  

西側必要台数：180 台  ※新駅需要予測より  
東側必要台数：120 台  ※新駅需要予測より  
西側必要面積：約 370 ㎡（≒180 台×2.04 ㎡／台）  
          ⇒レイアウト補正により約 340 ㎡ 
東側必要面積：約 250 ㎡（≒120 台×2.04 ㎡／台）  
※１台当たりの占有面積  
 0.6m×1.9m（駐車マス）＋0.6m×1.5m（通路幅）  

＝2.04 ㎡／台  

利用想定台数：約 300 台  
（＝①720 台(人)×②43.3%）  

【内訳】  
西側：約 180 台（=300 台×857／1440） 
東側：約 120 台（=300 台×583／1440） 

①日利用者数：720 人（=1,440 人／2）  
②夜間利用のピーク率：43.3% 

・第一種住居地域に単独車庫として整備する場合
は、300 ㎡以下、２階以下の制限あり（商業施
設への附属車庫とする場合、２階以下の制限あ
り）  

・都市計画決定されたものは面積制限無  
※必要面積はあくまで目安であり、敷地形状や駐
車マスの配置によって前後する  

 
 

広場  健康づくり・身体づくりを目的に周辺住
民や学生がウォーキングに来る空間。イ
ベント活用、通過、歴史文化活用等の利
用も想定する。  
 
 

広場：約 7,630 ㎡  
●芝  生：約 5,500 ㎡  
●園  路：約 1,400 ㎡（スロープ含む）  
●植  込：約   430 ㎡  
●階  段：約   300 ㎡  

敷地面積：約 7,630 ㎡  
 
 

日利用者数：212 人  
※類似の芝生広場の実績データより推計  
※広場日利用者数は過年度計画図の広場
面積 11,700 ㎡に基づく  

 

 

アクセス道路  新駅東西の駅前広場にアクセスするため
のアクセス道路を整備する。  

東側アクセス道路：約 250m 
西側アクセス道路：約  75m 
 
【アクセス道路の幅員】  
車道有効幅員：3.0m 
（道路構造令における第４種第３級の普通道路に相当）  
歩道有効幅員：3.5m(＋施設帯：0.5m) 
⇒車いす２＋歩行者２のすれ違いが可能となる幅員  
（道路構造令における歩行者交通量が多い歩道に相当）  

 
 

１日あたりの計画交通量  
【第Ⅰ期整備完了時（平日／休日）】  
西側：2,153 台／3,328 台  

 
【第Ⅱ期整備完了時】  
 西側：1,845 台／3,020 台  
 東側：  723 台／  635 台  
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導入機能 整備方針 施設整備量の算定 利用人員の設定 備考 

商業系施設（民間） 【整備機能】  
商業施設、カフェ・レストラン、交流拠
点、インキュベーション施設、多目的ス
ペース、健康増進施設（医大監修）、子育
て支援施設  等  

延床面積：3,000 ㎡  ※第一種住居地域の制限の最大値  
売場面積：2,100 ㎡（＝3,000 ㎡×70％）  
※バックヤード率 30.5%より売場面積割合を 70%で設定  
南東敷地面積：約 8,000 ㎡ ※敷地南の緑地も含んだ面積  
南西敷地面積：約 5,000 ㎡ ※敷地南の緑地も含んだ面積  
※延床面積は民間活力導入施設に敷地を１敷地としたと
きに最大限確保できる面積とする  

 
 
 

従業員数：124 人  
来客数：平日 1,590 人  休日 2,415 人 
※商業系施設の発生（集中）交通量より  
 

・高度制限は 15m 
・第一種住居地域の指定に基づき、延床面積は最
大 3,000 ㎡  

 

住居系施設（民間） 医大研究機能併設型住宅や患者家族向け
滞在施設等の多種多様な住宅機能を整備
する。  
患者家族向け滞在施設  ：20 戸  
医大研究機能併設型住宅：93 戸  

住棟建築面積：10,300 ㎡×37%=3,800 ㎡  
【患者家族向け滞在施設】  
建築面積：1,270 ㎡（＝3,800 ㎡×1/3）  
延床面積：1,270 ㎡（＝1,270 ㎡×１階）  
※類似施設の「ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさ
か健都」が延床面積 1,292.88 ㎡・平屋の建物のため、
１階として設定  

【医大研究機能併設型住宅】  
建築面積：2,530 ㎡（＝3,800 ㎡×2/3）  
延床面積：10,120 ㎡（＝2,530 ㎡×４階）  
専有面積：7,084 ㎡（＝10,120 ㎡×70％）  

敷地面積：約 8,800 ㎡  
※住棟建築面積は過年度計画図の敷地面積 10,300 ㎡に基
づく  

職員数：10 人（想定）  
入居者数（患者家族向け滞在施設）：20 人 
※ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさ
か健都では居室 20 室の各ベッドルーム
に２床程度のベッドが設置されている
こと、2021 年実績でベッドルーム 20 室
に対して総宿泊数 3,348泊であることを
踏まえて設定  

入居者数（医大研究機能併設型住宅）：  
206人 

 総戸数：7,084 ㎡／76 ㎡＝93.21 戸  
≒93 戸  

計画人口：93 戸×2.22 人  
=206.46 人≒206 人  

（１戸当たり 2.22 人）  
※１戸当たりの専有面積、世帯人員は「橿
原市―持ち家―共同住宅」の１世帯当た
り延床面積：76 ㎡、世帯数：5,010 世帯、
世帯人員：11,110 人をもとに算出  

 
 
 

・高度制限は 15m 
・第一種住居地域の規制に基づき、容積率 200%、
建蔽率 60% 

※最終敷地面積 8,800 ㎡に対する建蔽率は
43%(=3,800 ㎡/8,800 ㎡)のため、算出面積分の
建築が可能  

業務系施設（民間） 【整備機能】  
民間研究施設（医大連携）  等  

延床面積：3,000 ㎡  ※第一種住居地域の制限の最大値  
占有面積：2,250 ㎡（＝3,000 ㎡×75％）  
敷地面積：約 6,900 ㎡  
 

職員数：563 人  
※一人当たりの就業スペースと専有面積
より  

・高度制限は 15m 
・第一種住居地域の規制に基づき、延床面積は最
大 3,000 ㎡  

・建築面積は最大 4,080 ㎡(=6,800 ㎡×60%)確保
可能なため、平屋での整備が可能  
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5.4 既存側道の改良・医大への通り抜け道路 

5.4.1 現況 

バイパス側道及びバイパス下道路の現況を以下に示す。 
バイパスの橋脚が側道まで張り出しており、現状では路線バス等の通行ができない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 バイパス側道とバイパス下道路の現況 

 
5.4.2 検討条件 

既存側道の改良及び医大への通り抜け道路の検討条件を以下のとおりとする。  
①第Ⅰ期整備完了時は駅東側を医大へ通り抜け出来る形状とし、路線バスが通り抜

けることも想定する。（バイパス下の転回を考慮し、車道幅員 8.0m 程度で想定） 

②既存側道はバイパスの橋桁の干渉を避けるため、現医大駐車場側へ張り出すよう

に線形変更する。（記載上、線形変更した側道も既存側道と表記） 

③第Ⅱ期整備完了時には医大への通り抜けは出来ない形状とし、既存側道を介して

路線バスが医大へ乗り入れることとする。 

④道路の主従関係は安全面への配慮及び医大への通り抜けが暫定となることを考慮

し、「主道路：既存側道、従道路：医大への通り抜け道路」とする。 

⑤第Ⅰ期整備完了時の東側の歩行者空間は医大への通り抜けに必要最低限な空間を

確保することを想定する。 
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5.4.3 比較検討 

前頁の前提条件をもとに以下の３案で側道改良案を比較した。 
総合評価より「案１（走行性を重視）」を採用し、道路の主従関係を明確にするという課題に対しては「①通り抜け道路の接道側へ一時停止規制」、「②既存側道へ車道外側線を記載」の２つの対策を施す想

定として、土地利用計画図を作成した。 
表 5-15 医大への通り抜け道路と既存側道の接道比較表 
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図 5-13 走行性重視の接道案  
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図 5-14 道路の主従関係重視の接道案  
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図 5-15 バイパス下へ直線的に接道案 
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5.5 土地利用計画図 

5.5.1 第Ⅰ期整備 

 施設配置案 
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車両動線 

自転車動線 

歩行者動線 

① 

② 

③ 

① ② 

① 

② 

② 

③ 

③ 

② 

 動線計画 

 
 
 
 
 

【動線計画】 
明確な歩車分離により、安全な歩行者

空間を確保するとともに、医大病院用の

仮設駐車場も確保されるため、駅東側の

車両の医大への通り抜けへも配慮する。 

■車両動線 
①駅西側は開発エリア南側から交通ロ

ータリーへのアクセス動線を確保

し、交通ロータリーを駅舎に近づけ

すぎず、開発エリア内の車両進入範

囲を小さくする。 
②駅東側は医大病院の仮設駐車場が運

用されるため、駅舎東側に医大への

通り抜け動線を確保し、バイパスの

既存側道へ接続する。 
③駅東側への車両の進入はバイパス側

から既存側道を活用する。 

■自転車動線 
①駅西側は県道 161 号線から既存市道

を通って、駐輪場へアプローチする

動線を想定し、駅前広場内への進入

を防ぐ。 
②駅東側は既存市道を通って、駐輪場

へアプローチする動線を想定する。 

■歩行者動線 
①駅東西は自由通路にて歩行者の動線

を確保する。 
②駅西側は橿原神宮や新キャンパス等

南西方面の往来が主となり、広場や

交通ロータリーを経由する複数の動

線をシームレスな段差解消により確

保する。 
③駅東側は医大方面、万葉ホール方面

の往来を想定し、各方面の往来に必

要最小限の動線を確保する。 

各動線の交差を少なくし、歩行者の安全性を最重要視した“ひと”中心のまち 

広場 

西側 

自転車 
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5.5.2 第Ⅱ期整備 

 施設配置案 
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車両動線 

自転車動線 

歩行者動線 

 動線計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【動線計画】 
駅東側においても開発が完了するに伴

って、車両の医大への通り抜け道路を無

くし、駅東西で歩車分離をより明確化さ

せ、安全な歩行者空間を確保する。 

■車両動線 
①駅西側は開発エリア南側から交通ロ

ータリーへのアクセス動線を確保

し、交通ロータリーを駅舎に近づけ

すぎず、開発エリア内の車両進入範

囲を小さくする。 
②駅東側は四条池南東に位置する交差

点から四条池を迂回する形でアクセ

ス動線を確保し、駅舎南西のロータ

リーで転回する。 
③医大へのアプローチは既存側道から

バイパス下を通る動線に限定する。 

■自転車動線 
①駅西側は県道 161 号線から既存市道

を通って、駐輪場へアプローチする

動線を想定し、駅前広場内への進入

を防ぐ。 
②駅東側は車両のアクセス動線と同様

とし、駅前広場内への進入を最小限

とする。 

■歩行者動線 
①駅東西は自由通路にて歩行者の動線

を確保する。 
②駅西側は橿原神宮や新キャンパス等

南西方面の往来が主となり、広場や

交通ロータリーを経由する複数の動

線をシームレスな段差解消により確

保する。 
③駅東側は医大方面、万葉ホール方面

の往来を想定し、各方面の往来に必

要最小限の動線を確保する。 
④駅改札口と住宅系施設間の車両動線

は排除し、安全な歩行者空間を確保

する。 

各動線の交差を少なくし、歩行者の安全性を最重要視した“ひと”中心のまち 
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5.6 鳥瞰図・イメージパース 

5.6.1 鳥瞰図 

第Ⅰ期整備完了時及び第Ⅱ期整備完了時の２時点における鳥瞰図を作成した。  
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 第Ⅰ期整備完了時 
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 第Ⅱ期整備完了時 
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5.6.2 イメージパース 

以下の４地点にてイメージパースを作成した。 
 

（１）西側駅前広場（交通空間）と民間活力導入施設を望む 
（２）西側の広場から駅舎方面を望む 
（３）西側駅前広場（環境空間）と駅舎を望む 
（４）東側駅前広場から駅舎・医大病院方面を望む 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 

(1) 

(3) 

(4) 
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 西側駅前広場（交通空間）と民間活力導入施設を望む 
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 西側の広場から駅舎方面を望む 
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 西側駅前広場（環境空間）と駅舎を望む 
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 東側駅前広場から駅舎・医大病院方面を望む 
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